
　５　健　康　局　　　

（１）　医療政策課  事業体系

頁

熊本県地域医療対策協議会の運営（単） 167

「（新）」は新規事業、「（単）」は県単独事業、
「【４カ年】」は熊本復旧・復興４カ年戦略関連事業を表す

医師の無料職業紹介制度（ドクターバンク）事業 167

医師確保広報事業（単） 167

167寄附講座開設事業（単）

168臨床研修医確保事業（単）

168

総合診療専門医養成施設環境整備事業（単）

産科医・新生児科医等確保事業（単）

医師確保総合対策
医師修学資金貸与事業（単）【４カ年】

168女性医師支援事業(地域医療支援センター事業）（単）

168通勤困難医療従事者支援事業（単）【４カ年】

169

病院内保育所運営事業（単）【４カ年】

看護師養成所等運営事業（単）

169

169

医療、介護を支える人
材の確保

171

170ナースセンター事業（単）

170

新人看護職員研修事業（単）

地域医療支援センター事業（単）【４カ年】

170

総合診療専門医育成支援設備整備事業（単）

170（新）ドクタープール地域勤務医師支援事業（単）

圏域における看護職員継続教育推進事業（単）

医療従事者勤務環境改善施設・設備整備事業（単）

地域保健関係職員等研修事業（単）

看護教員等養成・研修事業（単）

看護師等修学資金貸与事業（単）【４カ年】

在宅看護に係る認定看護師等養成支援事業（単）

171

高校生の一日看護体験・看護学生体験等を通
じた啓発事業（単）

外国人看護師候補者就労研修支援事業

171

173

173

172

172

171

173

173

172

173

172

看護職員確保対策

看護学生の県内定着促進事業（単）

医療従事者宿舎施設整備事業（単）

医療依存度の高い患者の在宅療養に関わる看護
職支援事業（単）
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178

177

176

176
医療体制の充実・強化

へき地医療施設運営費補助事業 174

へき地医療対策 へき地医療施設・設備整備費補助事業 174

自治医科大学負担金（単）

174

175

ヘリ救急医療搬送体制推進事業【４カ年】 175

175

救命救急センター運営事業【４カ年】

歯科医療対策

脳卒中・急性心筋梗塞
対策

小児・周産期医療対策
周産期医療対策事業【４カ年】

小児医療対策事業【４カ年】

有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業 179

179

医科歯科病診連携推進事業（回復期）（単）

歯科医療確保対策事業（単）

（新）障がい児・者歯科医療提供体制強化事業（単）

（新）歯科衛生士養成所施設設備整備事業（単）

177

177

178

180

医療勤務環境改善支援センター事業（単）

医療安全対策事業（単） 180

医療機能情報提供事業 180

療養病床転換助成事業

179

180

救急・災害医療対策

脳卒中等医療推進事業（単）

救急患者退院コーディネーター事業【４カ年】

災害医療対策事業【４カ年】

医療提供体制の向上・
医療安全対策

御所浦医療提供体制強化支援事業（単）

地域医療構想推進事業（単）

地域医療等情報ネットワーク基盤整備事業（単）【４
カ年】

病床機能分化・連携推進事業（単）

174

179

178

医療施設等施設・設備整備費 178
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熊本県地域医療対策協議会の運営○単               （事業開始年度：平成19年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 3,986千円 （根拠法令等） 

 医療法第30条の23 

熊本県地域医療対策協議会設置要綱 平成30年度予算額 2,723千円 

＜目  的＞ 

 総合的な医師確保対策に関する協議を行うため、大学、医師会、公的医療機関、行政等を構成員とする熊本県地

域医療対策協議会を開催する。 

＜事業内容＞ 

協議会を開催し、地域における医療機関の連携体制、医師の効果的な確保・配置対策の協議を行う。 
 
 

医師の無料職業紹介制度（ドクターバンク）事業          （事業開始年度：平成20年度） 

実施主体 県 負担割合 国１／２ 県１／２ 

令和元年度予算額 836千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23 

へき地保健医療対策等実施要綱（H30.3.29医政発0329第12号） 

医療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備事業費補助金交

付要綱（H30.11.30厚生労働省発医政1130第2号 

平成30年度予算額 836千円 

＜目  的＞ 

 地域医療への従事を希望する医師と地域の医療機関のマッチングの促進を図る。 

＜事業内容＞ 

 医師及び医師を募集する医療機関を登録し、医師への職業あっ旋を行う。 

 
 

医師確保広報事業○単                      （事業開始年度：平成20年度） 

実施主体 
事業１：県 

事業２：市町村及び一部事務組合 
負担割合 

別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額 8,586千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23 

医療法第30条の25 

へき地保健医療対策等実施要綱（H30.3.29医政発0329第12号） 
平成30年度予算額 8,510千円 

＜目  的＞ 

 県内の地域医療に従事する医師の確保を図る。 

＜事業内容＞ 

 １ 地域の自治体病院等の紹介パンフレットや、地域医療を紹介するホームページ等により、全国の医師・医学

生に対して本県の魅力を発信し、県内での就業・定着につなげる。（負担割合：県１０／１０(地域医療介護

総合確保基金)） 

２ 県ドクターバンクの斡旋により県内のへき地医療機関に新たに勤務する医師に報償金を支給する市町村等

への助成を行い、へき地における医師確保につなげる。（負担割合：県１／２、事業者１／２(地域医療介護

総合確保基金)） 
 
 

寄附講座開設事業○単                      （事業開始年度：平成28年度） 

実施主体 熊本大学 負担割合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額 240,000千円 （根拠法令等） 

 医療法第30条の23 

 平成30年度予算額 180,000千円 

＜目  的＞ 

 地域内の医療機関間の連携強化及び圏域における医療機能向上のための調査・研究 

＜事業内容＞ 

１ 地域医療連携ネットワーク実践学寄附講座（負担割合：県１０／１０(地域医療介護総合確保基金)） 

熊本県地域医療連携ネットワーク構築のため、医師派遣を通じた熊本県地域医療拠点病院の医療機能向上、

地域内の医療機関間の連携強化、新専門医制度を踏まえた医師修学資金貸与医師や自治医科大学卒業医師への

支援及び圏域における医療機能の向上を図るための調査・研究等を行う。 

２ 地域医療・総合診療実践学寄附講座（負担割合：県３／４(地域医療介護総合確保基金)、市町村１／４） 

地域医療に関する卒前からの継続的な教育、総合診療（専門）医の育成や地域の医療機関における診療支援

に関する研究を行う。 
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臨床研修医確保事業○単                       （事業開始年度：平成19年度） 

実施主体 
事業１：県 

事業２：県（委託先：熊本大学） 
負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 12,275千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23 

医療介護総合確保推進法第4条 

臨床研修費等補助金交付要綱（H27.6.22医政発0622第7号） 
平成30年度予算額 10,691千円 

＜目  的＞ 

 県内における臨床研修医の確保を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 臨床研修病院合同説明会への参加や広報誌等の作成により、県内外の医学部生等へ情報発信をし、臨床研修医

の確保を図る。 

２ 臨床研修医の指導を行う指導医を養成して、臨床研修の充実を図る。 
 
 

医師修学資金貸与事業○単 【４カ年】               （事業開始年度：平成21年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 80,636千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23 
医療介護総合確保推進法第4条 
熊本県医師修学資金貸与条例 

平成30年度予算額 84,943千円 

＜目  的＞ 

 地域医療を担う医師を養成する。 

＜対  象＞ 

 熊本大学医学部生（地域枠（定員5名）：推薦入試（地域枠）で入学した者、一般枠（定員5名）：左記以外） 

  全国の医学部生（県外枠（定員1名）：熊本大学を除く） 

＜事業内容＞ 

 知事が指定する病院等で一定以上の期間従事することを返還免除の要件とする修学資金を貸与する。 

 １ 第１号被貸与者(入学後(編入学、転入学を除く)１年以内に被貸与者となった者)：貸与期間の1.5倍の期間 

 ２ 第２号被貸与者（編入学・転入学後に被貸与者となった者、入学後1年を経過した後に被貸与者となった

者：貸与期間に3年を加えた期間 
 
 

女性医師支援事業（地域医療支援センター事業）○単            （事業開始年度：平成22年度） 

実 施 主

体 

事業1：県（委託先：熊本大学） 

事業2：県（委託先：熊本市医師会） 

事業3：県 

負担割合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 10,235千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23 
医療法第30条の25 

医療介護総合確保推進法第4条 
平成30年度予算額 9,780千円 

＜目  的＞ 

 女性医師の離職防止及び復職支援を図る。 

＜事業内容＞ 

事業１ 講習会・冊子等による情報提供、復職支援コーディネーターによる相談対応等を行う。 

事業２ 講習会等参加時の無料一時保育サービスを提供する。 

事業３ 女性医師キャリア支援連絡会議を開催し、女性医師支援のあり方や関係機関との連携体制等について

検討する。 
 
 

通勤困難医療従事者支援事業○単 【４カ年】           （事業開始年度：平成28年度） 

実施主体 県 負担割合 県１／２（地域医療介護総合確保基金） 事業者１／２ 

令和元年度予算額 750千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23、医療法第30条の25 
医療介護総合確保推進法第4条 
熊本県通勤困難医療従事者支援事業補助金交付要領 

平成30年度予算額 750千円 

＜目  的＞ 

 熊本地震により幹線道路（国道57号）が遮断され、迂回路による通勤をせざるを得ない阿蘇地域の医療機関の医

療従事者に対して、通勤負担軽減及び継続就労支援を図る。 

＜事業内容＞ 

自然条件（濃霧等）や交通状況（路面凍結等）により当該迂回路の遮断が生じた際、帰宅困難となる医療従事

者を阿蘇地域の宿泊施設に宿泊させる当該地域の医療機関に対して、宿泊費用を助成する。 
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産科医・新生児科医等確保事業○単                   （事業開始年度：平成21年度） 

実施主体 別記（事業ごとに記載） 負担割合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額 42,876千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23 
医療介護総合確保推進法第4条 
熊本県産科医等育成事業費補助金交付要領 
熊本県新生児医療担当医(新生児科医)確保事業費補助金交付要領 

平成30年度予算額 45,926千円 

＜目  的＞ 

 産科医及びＮＩＣＵ担当医等の処遇を改善し、その確保を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 産科医等育成事業（実施主体：日本産婦人科学会が指定する卒後研修指導施設、負担割合：県１／３、事

業者２／３） 

   将来の産科医療を担う医師養成を図るため、臨床研修終了後の専門的な研修において、産科を選択する医師 

に対して研修医手当を支給する医療機関に対して助成する。 

 ２ 産科医等確保支援事業（実施主体：県内分娩取扱医療機関、負担割合：県１／３、事業者２／３） 

産科医及び助産師に分娩取扱医療機関が支給する分娩手当に対して助成する。 

 ３ 新生児医療担当医（新生児科医）確保事業（実施主体：医療機関、負担割合：県１／３、事業者２／３） 

ＮＩＣＵ医療機関が支給する新生児担当医手当等に対して助成する。 

 

 

地域医療支援センター事業○単 【４カ年】             （事業開始年度：平成25年度） 

実施主体 県（委託先：熊本大学） 負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 46,787千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23 

医療法第30条の25 

医療介護総合確保推進法第4条 

熊本県地域医療支援機構設置要綱 
平成30年度予算額 46,962千円 

＜目  的＞ 

 医師の地域偏在の解消のため、県内における医師不足の状況等を把握・分析し、医師のキャリア形成支援と一体

的に医師不足医療機関の医師確保の支援等を行う。 

＜事業内容＞ 

 医師不足の状況等の把握・分析、医師不足医療機関の支援、地域医療を志す医学生及び地域医療に従事する医師

のキャリア形成支援、求人・求職の情報発信、県内外の医師や医学生からの相談対応等を行う。 

 

 

総合診療専門医育成支援設備整備事業○単               （事業開始年度：平成28年度） 

実施主体 
基幹型臨床研修病院、へき地医療拠

点病院、市町村等 
負担割合 

県２／３(地域医療介護総合確保基金)  

自己負担１／３ 

令和元年度予算額 2,000千円 （根拠法令等） 

 医療介護総合確保推進法第4条 

 総合診療専門医育成支援設備整備事業補助金交付要領 平成30年度予算額 2,000千円 

＜目  的＞ 

 新専門医制度において新たに設置される総合診療専門医の資格取得を促進し、へき地等で高い需要が見込まれる

総合診療専門医を育成する。 

＜事業内容＞ 

 熊本大学が基幹型臨床研修病院等と行う症例カンファレンスを促進するための設備整備（遠隔テレビ会議システ

ム等）に対して助成する。 
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総合診療専門医養成施設環境整備事業○単               （事業開始年度：平成27年度） 

実施主体 天草地域医療センター 負担割合 
県１／２(地域医療介護総合確保基金)、自己負

担１／２ 

令和元年度予算額 2,000千円 （根拠法令等） 

 医療介護総合確保推進法第4条 
平成30年度予算額 － 千円 

＜目  的＞ 

 地域医療を担う総合診療専門医を養成する。 

＜事業内容＞ 

 総合診療専門医養成のために熊本大学が地域の医療機関に設置する教育拠点における環境整備に対して助成する。 

 
 

○新 ドクタープール地域勤務医師支援事業○単             （事業開始年度：令和元年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 9,000千円 
（根拠法令等）   

 医療法第30条の23 

医療法第30条の25 

へき地保健医療対策等実施要綱（H30.3.29医政発0329第12号） 
平成30年度予算額 － 千円 

＜目  的＞ 

  へき地医療を担う医師の勤務環境の改善等を図る。 

＜事業内容＞ 

  県と協定を締結した医療機関から医師が不足しているへき地の公立医療機関に対して、育休等を取得する医師の

代わりとなる医師を派遣する。 
 
 

看護師養成所等運営事業○単                       （事業開始年度：昭和45年度） 

実施主体 看護師等養成所 負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 229,814千円 （根拠法令等） 

医療介護総合確保推進法第4条 

熊本県看護師等養成所運営費補助金交付要領 平成30年度予算額 226,632千円 

＜目  的＞ 

看護師等養成所における教育内容の充実を図り、質の高い看護職員を養成する。 

＜事業内容＞ 

 看護師等養成所を運営する学校法人や一般社団法人等に対して、人件費・教材費等の経費を助成する。 

 

 

ナースセンター事業○単                       （事業開始年度：平成４年度） 

実施主体 県（委託先：熊本県看護協会） 負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 38,555千円 （根拠法令等）   

医療介護総合確保推進法第4条 

看護師等の人材確保の促進に関する法律 平成30年度予算額 37,938千円 

＜目  的＞ 

 医療機関等の看護職員の確保や看護に関する普及啓発、在宅医療の推進等を図る。 

＜事業内容＞ 

 １ ナースバンク事業：就業希望者の登録、無料職業紹介、看護に関する普及啓発、離職看護職員の届出等 

２ 訪問看護支援事業：訪問看護相談 

３ 潜在看護職員再就業研修支援事業：潜在看護職員を対象とした定期的な再就業支援に関する研修会の実施 
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看護教員等養成・研修事業○単               （事業開始年度：事業１-平成12年度､事業２-平成6年度） 

実施主体 別記（事業ごとに記載） 負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 3,691千円 
（根拠法令等）   

医療介護総合確保推進法第4条 

看護師等養成所の運営に関する指導ガイドライン（H27.3.31医政発0331第21号） 

保健師助産師看護師実習指導者講習会実施要綱（H27.1.6医政発0106第2号）  
平成30年度予算額 3,712千円 

＜目  的＞ 

 医療の高度化・専門化に対応した教育内容の充実によって、看護教員及び実習指導者等の質の向上を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 看護教員継続教育研修事業（実施主体：県） 

カリキュラム改正に対応した教育の実施や看護教員の成長段階別研修を実施する。 

２ 実習指導者養成講習会事業（実施主体：県（委託先：熊本県看護協会）） 

  看護学生の実習指導者を養成し、看護教育の充実を図るため、実習指導者が学生指導に必要な知識・技術

を習得するための講習会を開催する。（年１回開催 期間：40日間、定員50人程度） 
 
 

看護師等修学資金貸与事業○単 【４ヵ年】                     （事業開始年度：昭和37年度） 

実施主体 県 負担割合 一般枠：県１０／１０ 

地域枠等：県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 66,408千円 （根拠法令等）   

  医療介護総合確保推進法第4条 

熊本県看護師等修学資金貸与条例等 平成30年度予算額 66,377千円 

＜目  的＞ 

 県内に就業する保健師、助産師、看護師及び准看護師の確保・定着を図る。 

＜事業内容＞ 

 看護師等学校養成所に在学する者の修学を容易にし、県内定着を図るため、県内の看護師等の確保が困難な施設

等に一定期間従事すれば返還が免除される修学資金を貸与する。 

 
 

病院内保育所運営事業○単  【４ヵ年】                       （事業開始年度：昭和49年度） 

実 施 主 体 医療機関 負担割合 県２／３(地域医療介護総合確保基金) 事業者１／３ 

令和元年度予算額 88,502千円 （根拠法令等）   

医療介護総合確保推進法第4条 
熊本県病院内保育所運営事業費補助金交付要領 平成30年度予算額 89,100千円 

＜目  的＞ 

 病院内保育所の運営を支援することにより、子どもを持つ医療従事者の離職防止及び再就業の促進を図る。 

＜事業内容＞ 

 病院内保育施設の運営に必要な経費を助成する（保育料、保育児童数、保育時間及び保育士数等が所定の要件を

満たす場合、保育士等の人件費相当分の運営費を助成する。）。 

 
 

新人看護職員研修事業○単                                  （事業開始年度：平成22年度） 

実施主体 
１ 医療機関 
２ 県（委託先：熊本県看護協会） 

負担割合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額 6,994千円 
（根拠法令等）   

医療介護総合確保推進法第4条 
保健師助産師看護師法 
看護師等の人材確保の促進に関する法律 
熊本県新人看護職員研修事業費補助金交付要領 

平成30年度予算額 6,994千円 

＜目  的＞ 

 新人看護職員の早期離職防止、医療安全の確保のため、全ての新人看護職員が１年間のＯＪＴを計画的に受けら

れるように、地域の医療機関等の新人看護職員研修体制整備を支援するとともに、研修責任者等研修を実施する。 

＜事業内容＞ 

１ 新人看護職員等受入研修事業（負担割合：県１／２（地域医療介護総合確保基金）、事業者１／２） 

他の医療機関の新人看護職員、再就業看護職員等を受け入れて研修を実施する病院の研修に要する費用を助成する。 

２ 研修責任者等研修事業（負担割合：県１０／１０（地域医療介護総合確保基金）） 

研修責任者等がガイドラインに示されている新人看護職員研修の実施に必要な能力を習得し、適切な研修実

施体制を確保する。 
 

-171-



 

圏域における看護職員継続教育推進事業○単             （事業開始年度：平成22年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 556千円 
（根拠法令等）   

 保健師助産師看護師法 
看護師等の人材確保の促進に関する法律 
医療介護総合確保推進法 

平成30年度予算額 556千円 

＜目  的＞ 

 圏域において安心・安全で質の高い看護サービスを提供するために、圏域ごとの看護職員のネットワーク構築及

び継続教育体制を推進し、看護職員の資質向上と圏域の看護課題の解決を図る。 

＜事業内容＞ 

 １ 熊本県看護職員継続教育推進検討会の開催 

   県内における継続教育の推進に係る取組みや、各圏域における看護職員の資質向上に関する取組みについて

検討を行う（年１回開催）。 

 ２ 圏域における看護職員継続教育への支援 

   地域での切れ目のない看護の提供に関する研修について、圏域の検討会議と保健所の共催として実施する。 
 
 

地域保健関係職員等研修事業○単                              （事業開始年度：平成６年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 1,474千円 （根拠法令等）   

 地域保健法、地域保健対策の推進に関する基本的な指針 平成30年度予算額 730千円 

＜目  的＞ 

 地域の実情に応じた保健活動が行えるよう新任保健師に対する現任教育や、派遣研修等を通じて、これからの地

域保健を担う人材の育成及び資質の向上を図る。 

＜事業内容＞ 

 １ 保健師現任教育  ２ 保健師派遣研修事業  ３ 保健師学生等実習指導  4  保健師災害対応研修 
 
 

在宅看護に係る認定看護師等養成支援事業○単           （事業開始年度：平成 28 年度） 

実施主体 医療機関 負担割合 県１／２(地域医療介護総合確保基金)、事業者１／２ 

令和元年度予算額 20,076千円 
（根拠法令等）   

保健師助産師看護師法 
看護師等の人材確保の促進に関する法律 
熊本県在宅看護に係る認定看護師養成支援事業補助金交付要領 

平成30年度予算額 18,530千円 

＜目  的＞ 

医療の高度化に伴い、専門性の高い看護職員が求められていることに加え、団塊の世代が後期高齢者（75歳以

上）に達する2025年に備え、在宅看護に係る認定看護師及び認定看護管理者の需要が高まっていることから、特定

の分野、とりわけ在宅において熟練した技術と知識を用いた看護を実践する認定看護師等の育成を推進する。 

＜事業内容＞ 

 在宅分野に係る認定看護師等の資格取得及び特定行為研修の受講等に要した費用や資格取得に必要な期間の代

替職員の人件費を助成する。 

 

 

医療従事者勤務環境改善施設・設備整備事業○単           （事業開始年度：平成14年度） 

実施主体 医療機関 負担割合 県１／３(地域医療介護総合確保基金) 事業者２／３ 

令和元年度予算額    9,313千円 （根拠法令等） 

医療介護総合確保推進法第4条 

熊本県医療従事者勤務環境改善施設・設備整備事業費補助金交付要領  平成30年度予算額   10,676千円 

＜目  的＞ 

 医療従事者が働きやすい合理的な病棟づくりなど勤務環境改善整備を支援することにより、医療従事者の離職防止を図る。 

＜対  象＞  

１ 業務見直し改善検討委員会等を設置し、業務の改善に積極的に取り組んでいる病院 

２ 院内研修等独自に離職防止対策を実施している病院 

＜事業内容＞ 

１ 施設整備事業 

  病院の処置室、カンファレンスルーム、仮眠室及びナースステーション等の拡張や新設により医療従事者

が働きやすい合理的な病棟づくりとするための施設整備事業 

２ 設備整備事業 

   医療従事者の業務省力化につながる設備・システムや機器等の導入に係る設備整備事業 
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医療従事者宿舎施設整備事業○単                    （事業開始年度：平成21年度） 

実施主体 医療機関 負担割合 県１／３(地域医療介護総合確保基金) 事業者２／３ 

令和元年度予算額    15,719千円 （根拠法令等） 

医療介護総合確保推進法第4条 

熊本県医療従事者宿舎施設整備事業費補助金交付要領 
平成30年度予算額    37,306千円 

※平成30年度予算額の欄には、平成29年度２月補正予算額（全額繰越：7,854千円）を含む。 

＜目  的＞ 

  医療従事者の離職防止対策の一環として、医療従事者宿舎の個室整備を行うことにより、医療従事者の定着促進を図る。 

＜事業内容＞ 

 医療機関の医療従事者宿舎の個室整備に伴う新築、増改築、改修に要する工事費又は工事請負費に対し助成する。 
 
 

医療依存度の高い患者の在宅療養に関わる看護職支援事業○単    （事業開始年度：平成27年度） 

実 施 主 体 熊本大学病院 負 担 割 合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 3,000千円 （根拠法令等）   

 医療介護総合確保推進法第4条 

看護師等の人材確保の促進に関する法律 平成30年度予算額 3,000千円 

＜目  的＞ 

 医療依存度の高い患者に対して質の高い看護実践を行うための相談・研修体制を整備する。 

＜事業内容＞ 

 急性期から在宅療養を目的に移行した医療依存度の高い患者に係る医療機関や、訪問看護ステーションに従事す

る看護職の支援（相談窓口の開設、研修等）に要する経費を助成する。 

 
 

看護学生の県内定着促進事業○単                （事業開始年度：平成27年度） 

実施主体 看護師等学校養成所 負担割合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 3,000千円 （根拠法令等）   

 医療介護総合確保推進法第4条 
看護学生県内定着促進事業費補助金交付要領 平成30年度予算額 3,000千円 

＜目  的＞ 

看護学生の県内定着を促進するため、看護師等学校養成所の取組を支援し、県内看護職員の確保を図る。 

＜事業内容＞ 

看護師等学校養成所が行う看護学生の県内定着促進に係る経費に対し助成する。 
 
 

高校生の一日看護体験・看護学生体験等を通じた啓発事業○単    （事業開始年度：平成27年度） 

実 施 主 体 県（委託先：熊本県看護協会） 負 担 割 合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 1,860千円 （根拠法令等）   
 医療介護総合確保推進法第4条 

看護師等の人材確保の促進に関する法律 平成30年度予算額 1,860千円 

＜目  的＞ 

高校生に、実際の看護の体験や、看護学生の体験を通して看護の心を理解してもらうことにより、看護職を志

望する者の掘り起こしを図る。 

＜事業内容＞ 

看護に関心がある県内高校生を対象に、病院等における一日看護体験及び看護師等学校養成所における一日看

護学生体験を実施する。また、看護職による中学・高校生向け出前講座及び進路指導担当者向け説明会を実施する。 
 
 

外国人看護師候補者就労研修支援事業              （事業開始年度：平成29年度） 

実施主体 医療機関 負担割合 国１０／１０（69.5万円を上限とし、残りは事業者負担） 

令和元年度予算額 695千円 （根拠法令等）   
医療提供体制推進事業費補助金交付要綱（H30.5.30厚生労働省発医政0530第6号） 
看護職員確保対策事業等実施要綱（H30.3.30医政発0330第18号） 
外国人看護師候補者就労研修支援事業費補助金交付要領 

平成30年度予算額 695千円 

＜目  的＞ 

 経済連携協定（ＥＰＡ）に基づき入国する外国人看護師候補者が、日本で就労する上で必要なる日本語能力の習

得及び外国人看護師候補者を受け入れる医療機関の研修支援体制の充実を図る。 

＜事業内容＞ 

 外国人看護師候補者を受け入れる医療機関に対し、日本語習得及び就労研修支援に要する経費を助成する。 
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へき地医療施設運営費補助事業                    （事業開始年度：昭和32年度） 

実施主体 

事業１：県 

事業２：へき地医療拠点病院 

事業３：へき地診療所 

負担割合 

事業１：国１／２ 県１／２ 

事業２：国１／２ 県１／２ 

事業３：国２／３ 市町村１／３ 

令和元年度予算額 49,772千円 （根拠法令等） 

へき地保健医療対策等実施要綱（H30.3.29医政発0329第12号） 

医療施設運営費等補助金及び中毒情報基盤整備事業費補助金交付

要綱（H30.11.30厚生労働省発医政1130第2号） 
平成30年度予算額 47,760千円 

＜目  的＞ 

 へき地における医療の確保を図る。 

＜事業内容＞ 

 １ 熊本県へき地医療支援機構運営によるへき地医療対策の各種事業（①医師育成・確保、②へき地診療所への 

医師派遣の調整、③へき地医療従事者への支援・研修の実施）、へき地保健医療対策に関する協議会運営及

びドクターバンク運営を実施する。 

 ２ へき地医療拠点病院の運営に対して助成する。 

 ３ へき地診療所の運営に対して助成する。 

 

 

へき地医療施設・設備整備費補助事業                 （事業開始年度：昭和54年度） 

実施主体 
事業１：へき地医療拠点病院 

事業２：へき地診療所 
負担割合 

事業１：国１／２ 県１／２ 

事業２：国１／２ 市町村１／２ 

令和元年度予算額 87,150千円 
（根拠法令等） 

へき地保健医療対策等実施要綱（H30.3.29医政発0329第12号） 

医療施設等設備整備費補助金交付要綱（H30.5.10厚生労働省発医政

0510第5号） 
平成30年度予算額 100,753千円 

＜目  的＞ 

 へき地における医療の確保を図る。 

＜事業内容＞ 

１ へき地医療拠点病院の施設及び設備整備に対して助成する。 

２ へき地診療所の施設及び設備整備に対して助成する。 

 

 

自治医科大学負担金○単                        （事業開始年度：昭和47年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 131,200千円 （根拠法令等） 

 全国知事会における負担額の承認 平成30年度予算額 131,200千円 

＜目  的＞ 

へき地医療を担う医師の養成を行い、県内のへき地等における医療の確保と向上を図る。 

＜事業内容＞ 

へき地等の地域医療に従事する医師の養成を目的として、各都道府県が共同出資して設立した自治医科大学の

経費を負担する。 

 

救命救急センター運営事業【４カ年】               （事業開始年度：昭和51年度） 

実施主体 救命救急センター 負担割合 国１／３ 県１／３ 事業者１／３ 

令和元年度予算額 181,470千円 
（根拠法令等）   

救急医療対策事業実施要綱（H31.4.18医政発0418第16号） 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱（H30.5.30厚生労働省発医政

0530第6号） 
平成30年度予算額 181,470千円 

＜目  的＞ 

 県内の重篤な救急患者の医療を確保するため、三次救急医療体制の充実を図る。 

＜事業内容＞ 

 重篤な救急患者に対応するため、救命救急センターの運営経費を助成する。 
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救急患者退院コーディネーター事業【４カ年】           （事業開始年度：平成28年度） 

実施主体 
救命救急センター及び第二次救急医

療機関 
負担割合 国１／３ 事業者２／３ 

令和元年度予算額 8,820千円 （根拠法令等）   

救急医療対策事業実施要綱（H31.4.18医政発0418第16号） 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱（H30.5.30厚生労働省発

医政0530第6号） 
平成30年度予算額 8,282千円 

＜目  的＞ 

 急性期を脱した救急患者の円滑な転床・転院を促進し、救急医療用病床を有効に活用するとともに、医師等の負

担を軽減することを目的とする。 

＜事業内容＞ 

 地域の実情に精通した看護師、社会福祉士等の医療従事者を「救急患者退院コーディネーター」として医療機関

等に配置する経費を助成する。 
 
 

ヘリ救急医療搬送体制推進事業【４カ年】           （事業開始年度：平成22年度） 

実施主体 別記（事業ごとに記載） 負担割合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額 255,250千円 
（根拠法令等） 

救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に対する特別措置法  

救急医療対策事業実施要綱（H31.4.18医政発0418第16号） 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱（H30.5.30厚生労働省

発医政0530第6号） 

平成30年度予算額 254,250千円 

＜目  的＞ 

 治療開始までの時間短縮や、高次医療機関への迅速な搬送を行うため、防災消防ヘリとドクターヘリが互いの特

性を生かした「熊本型」のヘリ救急搬送体制を推進する。 

＜事業内容＞ 

１ ドクターヘリ運営費補助事業（実施主体：熊本赤十字病院、負担割合：国１／２ 県１／２） 

  ドクターヘリの運航に要する経費を助成する。 

２ 地域救急医療支援事業（実施主体：熊本医療センター、負担割合：県１／３ 実施主体２／３） 

  搬送先が決まらない患者の最終受入のための空床確保に要する経費を助成する。 

○新 ３ 御所浦地域ヘリ緊急離着陸場設定事業（実施主体：県（委託先：西日本空輸(株)）、負担割合：     

県１０／１０） 

   御所浦地域からの救急搬送時間短縮のため、ヘリ離着陸場の適否調査を実施する。 
 
 

災害医療対策事業【４カ年】                   （事業開始年度：平成21年度） 

実施主体 別記（事業ごとに記載） 負担割合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額  28,068千円 

（根拠法令等） 

熊本県災害派遣医療チーム（熊本ＤＭＡＴ）運営要綱 
災害医療対策事業等実施要綱（H31.4.1厚生労働省医政発0401第
18号） 

医療介護総合確保推進法第4条 

医療関係者研修費等補助金及び臨床研修費等補助金交付要綱
（H30.8.31厚生労働省発医政0831第9号） 

平成30年度予算額  10,140千円 

＜目  的＞ 

災害医療の専門的な訓練を受けた医療チーム（ＤＭＡＴ）を組織するとともに、熊本地震の経験を踏まえ、新

たな災害発生への対応に向け、新たな災害発生への対応に向け、災害医療提供体制の充実・強化を図る。 

＜事業内容＞ 

１ ＤＭＡＴ支援事業（実施主体：県、負担割合：県１０／１０） 

熊本ＤＭＡＴの運用計画等を協議する熊本ＤＭＡＴ運営会議等を開催する。 

 ２ 災害医療研修強化事業（実施主体：基幹災害拠点病院、負担割合：県１０／１０（地域医療介護総合確保基 

金、県（委託先：基幹災害拠点病院）、負担割合：国１０／１０） 

  地域災害医療コーディネーター等を対象とした災害医療研修・訓練に要する経費を助成する。 

○新 ３ 災害保健医療機能分化・連携促進事業（実施主体：熊本大学病院、負担割合：県１０／１０（地域医療介護 

総合確保基金） 

  熊本地震時における健康悪化等の検証・解析を通じて、減災、防災体制の構築を行うとともに、災害医療 

を担う多職種医療人材の連携促進に要する経費を助成する。 

○新 ４ 災害歯科医療研修強化事業（実施主体：熊本県歯科医師会、負担割合：県１０／１０（地域医療介護総合確 

保基金） 

  災害時に実動可能な体制を整備するため、地域において災害歯科医療を担う人材の育成や連携体制を構築 

するための研修に要する経費を助成する。 
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小児医療対策事業【４カ年】                     （事業開始年度：平成14年度） 

実施主体 別記（事業ごとに記載） 負担割合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額 182,086千円 （根拠法令等） 

 医療介護総合確保推進法第4条 

救急医療対策事業実施要綱（H31.4.18医政発0418第16号） 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱（H30.5.30厚生労働省発

医政0530第6号） 

平成30年度予算額 178,664千円 

＜目  的＞ 

 小児（救急）医療の確保や医療的ケア児等に対する在宅医療支援体制の構築を図るとともに、ＮＩＣＵ（新生児

集中治療管理室）等からの円滑な在宅移行を推進する。 

＜事業内容＞ 

１ 小児救急医療拠点病院運営事業（実施主体：熊本市医師会･天草郡市医師会、負担割合：県１０／１０(地

域医療介護総合確保基金)） 

入院加療を要する重症の小児救急患者を広域で常時受け入れる小児救急医療拠点病院の運営経費を助成する。 

２ 小児救命救急センター運営事業（実施主体：熊本赤十字病院、負担割合：国１／３ 事業者２／３） 

 診療科領域を問わず、全ての重篤な小児救急患者を受け入れる小児救命救急センターの運営経費を助成する。 

３ 子ども医療電話相談事業【#8000】（実施主体：県(委託先：熊本県医師会)、 

負担割合：県１０／１０(地域医療介護総合確保基金)） 

子どもを抱える保護者の不安を解消するため、県下全域を対象として、看護師等が、夜間・休日における小

児の急病等の電話相談に対応する。 

４ 小児訪問看護ステーション機能強化事業(実施主体：県(委託先：NPO 法人 NEXTEP)、 負担割合：県１０／

１０(地域医療介護総合確保基金)) 

小児を対象とした訪問看護ステーション向けの相談窓口（熊本県小児訪問看護ステーション相談支援センタ

ー）の運営や技術的支援を担う小児在宅支援コーディネーターを配置する。また、小児訪問看護の技術向上等

に向けた研修会を開催する。 

５ 小児医療体制検討会議（実施主体：県、負担割合：県１０／１０） 

小児医療体制の検討を行うため、大学、県下の小児医療機関・消防等の関係者による検討会議を開催する。 

６ 熊本県小児在宅医療支援センター運営事業（実施主体：熊本大学病院、負担割合：県１０／１０(地域医療 

介護総合確保基金)） 

小児在宅医療に関する相談窓口の運営等を行う熊本大学病院小児在宅医療支援センターの運用経費を助成 

する。 
 
 

周産期医療対策事業【４カ年】                                （事業開始年度：平成13年度） 

実施主体 別記（事業ごとに記載） 負 担 割 合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額 50,910千円 （根拠法令等）  

周産期医療対策事業等実施要綱（H30.3.29医政発0329第19号） 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱（H30.5.30厚生労働省発

医政0530第6号） 
平成30年度予算額 67,311千円 

＜目  的＞ 

 周産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進を図る。 

＜事業内容＞ 

１  周産期医療協議会の運営（実施主体：県、負担割合：国１／３ 県２／３） 

  周産期医療体制の整備に関する協議を行う熊本県周産期医療協議会及び検討部会の開催 

２ 周産期医療関係者の育成研修事業（実施主体：県、負担割合：国１／３ 県２／３） 

  周産期医療に従事する医師、助産師、看護師を対象とした専門的な知識や技術を習得するための研修会の

開催 

３ 周産期医療ホットライン事業（実施主体：県、負担割合：国１／３ 県２／３） 

ドクター間のホットラインで迅速な搬送先を確保するため、周産期母子医療センター（４箇所）及び地域周

産期中核病院（６箇所）の産科・小児科に専用ＰＨＳを配備（計１４台） 

４ 周産期母子医療センター運営事業 

(1)地域周産期母子医療センター運営事業（実施主体：福田病院、熊本赤十字病院、負担割合：国１／３ 事業者２／３） 

(2)周産期搬送受入促進事業費助成（実施主体：熊本大学病院、負担割合：県１／３ 事業者２／３） 

５ 日中一時支援事業（実施主体：熊本再春医療センター、負担割合：国１／３ 実施主体２／３） 

高度な医療支援が必要なＮＩＣＵ長期入院児等の在宅移行後のレスパイトケアを担う重症心身障がい児施設

等への運営費を助成する。 
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脳卒中等医療推進事業○単                          （事業開始年度：平成22年度） 

実 施 主 体 別記（事業ごとに記載） 負 担 割 合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額    1,976千円 （根拠法令等） 

 医療介護総合確保推進法第4条 

 脳卒中地域連携クリティカルパス推進事業補助金交付要領 
平成30年度予算額    1,977千円 

＜目  的＞ 

 関係者との協議・検討を通じ、脳卒中と心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制を確保するとともに、急性期、回復

期、維持期及び在宅等への復帰に係る医療機関等が相互に連携しながら、一連の医療が切れ目なく提供される連携

体制を構築するため、地域連携クリティカルパスの普及を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 脳卒中等医療推進事業（実施主体：県、負担割合：県１０／１０） 

  脳卒中と心筋梗塞等の心血管疾患の医療体制に関する協議を行う脳卒中医療推進検討会議及び心筋梗塞等の心 

血管疾患医療推進検討会議の開催 

２ 脳卒中地域連携クリティカルパス推進事業（実施主体：熊本県医師会、郡市医師会、脳卒中急性期拠点医療機 

関、負担割合：県１／２（地域医療介護総合確保基金）、事業者１／２） 

  熊本県内において、脳卒中地域連携クリティカルパスを導入又は運用拡大するために要する経費に対して助成

する。 

 
 

歯科医療確保対策事業○単                           （事業開始年度：昭和54年度） 

実 施 主 体 
事業１：熊本県歯科医師会 

事業２：八代歯科医師会 
負 担 割 合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 385千円 （根拠法令等） 

熊本県保健医療計画 

熊本県歯科保健医療計画 平成30年度予算額 2,385千円 

＜目  的＞ 

 障がい者に対する歯科医療提供体制及び休日の救急歯科医療体制を確保する。 

＜事業内容＞ 

１ 障がい者歯科診療事業を行う熊本県歯科医師会口腔保健センターに対して助成する。 

２ 休日歯科診療事業を行う八代歯科医師会口腔保健センターに対して助成する。 

 
 

医科歯科病診連携推進事業（回復期）○単                 （事業開始年度：平成26年度） 

実 施 主 体 県（委託先：熊本県歯科医師会） 負 担 割 合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 2,626千円 
（根拠法令等） 

医療介護総合確保推進法第4条 

熊本県保健医療計画 

熊本県歯科保健医療計画 
平成30年度予算額 2,026千円 

＜目  的＞ 

 高度急性期から在宅へつなぐ回復期において、医科歯科連携を実施するための人材育成や広報・啓発を行い、患

者の状態の応じたサービスを提供できる体制を構築する。 

＜事業内容＞ 

 回復期医科歯科医療連携協議会：回復期病院の医師、歯科医師、歯科衛生士等で構成される協議会を委託して開 

催する。 

人材育成事業：回復期における医科歯科連携に携わる人材育成を委託して実施する。 

 広報・啓発事業：県民を対象とした回復期における医科歯科連携に係る広報・啓発を委託して実施する。 
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○新 障がい児・者歯科医療提供体制強化事業 ○単            （事業開始年度：令和元年度） 

実 施 主 体 熊本県歯科医師会 負 担 割 合 
県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

うち、1,000千円は熊本市負担金 

令和元年度予算額 17,400千円 
（根拠法令等） 

医療介護総合確保推進法第4条 

熊本県保健医療計画 

熊本県歯科保健医療計画 
平成30年度予算額 － 千円 

＜目  的＞ 

 障がい児・者に対する歯科診療提供体制の充実を図る。 

＜事業内容＞ 

 障がい児・者の歯科診療及び歯科医療従事者の人材育成等の中核を担う熊本県口腔保健センターの体制強化に対

して助成する。 

 

 

○新 歯科衛生士養成所施設設備整備事業○単               （事業開始年度：令和元年度） 

実 施 主 体 
熊本県歯科医師会 

（歯科衛生士養成所） 
負 担 割 合 

県１／２（地域医療介護総合確保基金） 

事業者１／２ 

令和元年度予算額 5,275千円 （根拠法令等） 

熊本県保健医療計画 

熊本県地域医療構想 
平成30年度予算額 － 千円 

＜目  的＞ 

 歯科衛生士養成所における施設及び設備整備への助成を行い、歯科衛生士の資質の向上や安定的な確保を図る。  

＜事業内容＞ 

 １ 超高齢化社会における口腔衛生管理の教育実施に伴う医療機器の整備費に対する助成。 

 ２ 男性学生を受入れるための施設整備費に対する助成。 

 

 

地域医療構想推進事業 ○単                         （事業開始年度：平成29年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 14,926千円 （根拠法令等） 

医療法第30条の14 平成30年度予算額 9,129千円 

＜目  的＞ 

 「地域医療構想」（平成29年3月策定）に基づき、患者の状態に応じた質の高い医療を地域の関係者が連携する

ことによって効率的に提供できる体制づくりを進める。 

＜事業内容＞ 

 １ 医療法第30条の14の規定に基づき、県単位と構想区域ごとに「地域医療構想調整会議」を設置・運営する。 

 ２ 地域医療構想アドバイザーの活動を支援し、県主催の地域医療構想研修会を開催する。 

 

 

医療施設等施設・設備整備費                 （事業開始年度：昭和54年度） 

実 施 主 体 市町村、病院開設者等 負 担 割 合 
施設：国１／３ 事業者２／３ 

設備：国１／３ 県１／３ 事業者１／３ 

令和元年度予算額 1,524,212千円 （根拠法令等） 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱 (H21.5.13厚生労働省発医政第0513001号）  

医療提供体制施設整備交付金交付要綱 (H21.3.30厚生労働省発医政第0330004号） 平成30年度予算額 1,012,369千円 

＜目  的＞ 

 本県における医療提供体制の充実・確保を図る。 

＜事業内容＞ 

 医療機関等が、機能や入院患者の療養環境の改善を図るために行う施設及び設備の整備費について助成する。 
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有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業          （事業開始年度：平成26年度） 

実 施 主 体 医療機関 負 担 割 合 国１０／１０ 

令和元年度予算額  267,066千円 （根拠法令） 

有床診療所等スプリンクラー施設整備費補助事業実施要綱（H27.2.4医政発0204第2号） 
医療施設等施設整備費補助金交付要綱（H27.2.9厚生労働省発医政発0209第5号）  平成30年度予算額 546,693千円 

＜目  的＞ 

有床診療所等の安全を確保する。 

＜事業内容＞ 

 有床診療所等が、防火対策を図るために行うスプリンクラー等の整備費について助成する。 

 

 

御所浦医療提供体制強化支援事業（御所浦地域振興策）○単     （事業開始年度：平成27年度）   

実 施 主 体 天草市 負 担 割 合 別記（事業ごとに記載） 

令和元年度予算額 17,490千円 
（根拠法令等） 

 医療法第30条の23 

医療法第30条の25 

へき地保健医療対策等実施要綱（H30.3.29医政発0329第12号） 
御所浦地域振興策 

平成30年度予算額 11.323千円 

＜目  的＞ 

将来にわたる御所浦の医療提供体制の確保を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 御所浦に勤務する医師に対する研究手当や交通費、医学生受入に係る旅費等に対する補助（負担割合：県

１０／１０） 

２ 御所浦診療所・北診療所及び御所浦北診療所の設備整備等に対する補助。（負担割合：天草市１／２ 県

１／２） 

○新 ３ 御所浦診療所及び歯科診療所の建設に対する補助（負担割合：天草市７／１０程度、県３／１０程度） 

 

 

地域医療等情報ネットワーク基盤整備事業○単 【４カ年】      （事業開始年度：平成26年度） 

実 施 主 体 熊本県医師会 負 担 割 合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 226,215千円 （根拠法令等） 

医療介護総合確保推進法第4条 

地域医療等情報ネットワーク基盤整備事業費補助金交付要領 
平成30年度予算額 322,917千円 

＜目  的＞ 

 患者を中心としたより質の高い医療・介護サービスを提供するため、ＩＣＴを活用し、地域の医療機関をはじめ、

薬局、訪問看護ステーション、介護関係施設等における診察情報等の共有・連携を推進するための地域医療等情報

ネットワーク（くまもとメディカルネットワーク）の構築を推進する。 

＜事業内容＞ 

 くまもとメディカルネットワークの構築に必要な機器整備費等を助成する。 
 
 

病床機能分化・連携推進事業○単                      （事業開始年度：平成28年度） 

実 施 主 体 病院、診療所、研修実施団体 負 担 割 合 
県１／２（地域医療介護総合確保基金） 

事業者１／２ 

令和元年度予算額 316,700千円 （根拠法令等） 

医療介護総合確保推進法、医療法、地域医療構想策定ガイドライン 平成30年度予算額 401,099千円 

＜目  的＞ 

 医療介護需要が最大となる2025年に向け、医療機能に見合った資源の効果的かつ効率的な配置を促し、急性期か

ら回復期、慢性期までの患者の状態に見合った病床で、より良質な医療サービスを受けられる体制を作る。 

＜事業内容＞ 

 １ 2025年に不足が見込まれる病床機能への転換を行う医療機関又は病床再編を行う複数の医療機関が実施する

施設及び設備の整備費に対する助成。 

 ２ 回復期の病床機能を有する医療機関が実施する医療機器等の購入費への助成及び同機能を有する医療機関の

医療従事者を対象にした研修事業を実施する団体への助成。 

-179-



 

療養病床転換助成事業                    （事業開始年度：平成20年度） 

実施主体 医療機関 負 担 割 合 国１０／２７ 県５／２７ 支払基金１２／２７ 

令和元年度予算額 41,500千円 （根拠法令等） 

 高齢者の医療の確保に関する法律附則第２条 

 病床転換助成事業交付金交付要綱 平成30年度予算額 15,000千円 

＜目  的＞ 

療養病床の介護医療院や介護老人保健施設への転換促進を図る。 

＜事業内容＞ 

 医療療養病床の介護医療院等への転換を行う医療機関が実施する施設整備に対する助成。 

 

 

医療勤務環境改善支援センター事業○単              （事業開始年度：平成26年度） 

実 施 主 体 県（委託先：熊本県医師会） 負 担 割 合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 12,514千円 （根拠法令等） 

 医療介護総合確保推進法第4条、医療法第30条の15  平成30年度予算額 12,514千円 

＜目  的＞ 

各医療機関の管理者が行う勤務環境改善マネジメントシステムに基づく「勤務環境改善計画」の策定、実施、

評価等を支援し、医療従事者の勤務環境改善を図る。 

＜事業内容＞ 

各医療機関の管理者が行う勤務環境改善マネジメントシステムに基づく「勤務環境改善計画」の策定、実施、

評価等に取り組む際、医療労務管理面、医業経営の面からワンストップで、専門家のチームにより、個々の医療機

関のニーズに応じて総合的に支援する。 

 

 

医療安全対策事業○単                                  （事業開始年度：平成15年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 2,460千円 （根拠法令等） 

医療法第6条の13 

医療安全支援センター運営要領について（H19.3.30医政発第

033036） 
平成30年度予算額 2,444千円 

＜目  的＞ 

 医療の安全と信頼を高めるとともに、医療機関における患者のサービスの向上を図る。 

＜事業内容＞ 

 熊本県医療安全支援センターを県庁及び各保健所に設置し、医療に関する苦情や相談に迅速に対応する体制を整備する。 

 

 

医療機能情報提供事業                    （事業開始年度：平成20年度） 

実 施 主 体 県（委託先：熊本県医師会） 負 担 割 合 国１／３ 県２／３ 

令和元年度予算額  22,460千円 
（根拠法令等） 

医療法第6条の2、第6条の3 

医療提供体制推進事業費補助金交付要綱（H21.5.13医政第0513001号） 

救急医療対策事業実施要綱（H27.4.9一部改正医政発0409第19号） 

医療機能情報提供制度実施要領（H19.3.30医政発第0330013号） 
平成30年度予算額 21,920千円 

＜目  的＞ 

県民が医療機関を選択するために必要な情報を提供するとともに、災害時に必要な医療機関に関する情報ネッ

トワークを構築する。 

＜事業内容＞ 

１ 病院、診療所及び助産所が有する医療機能に関する情報を収集し、報告された情報を集約してインターネ

ット等で県民へ提供する。 

２ 災害時に必要な医療機関に関する情報（患者転送要請情報、受入患者数情報等）の収集・提供を行う。 
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特別会計
（事業運営）

　５　健　康　局　　　

頁

183

　（２）　国保・高齢者医療課　事業体系

国民健康保険助言指導等事業（単） 182

「（単）」は県単独事業を表す。

国民健康保険広域化等支援基金事業

一般会計
（助言、指
導）

国民健康保険保険基盤安定負担金 182

国民健康保険事業特別会計繰出金

国民健康保険財政安定化基金積立金

182

183

後期高齢者医療財政安定化基金事業 185

医療費の適正化の推
進

医療費の見通しに関する計画検討委員会運
営事業（単）

185

後期高齢者医療給付費負担金事業 184

後期高齢者医療高額医療費負担金事業 184

後期高齢者医療保険基盤安定負担金事業

国民健康保険

後期高齢者医療

医療保険の運営・支援

183

184

184

国民健康保険保険給付費等交付金

社会保険診療報酬支払基金納付金

特別高額医療費共同事業拠出金

185
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国民健康保険助言指導等事業○単                        （事業開始年度：昭和34年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 県１０／１０ 

令 和 元 年 度 予 算 額 16,049千円 （根拠法令等） 

 国民健康保険法第４条、第41条、第82条の2、第106条 平 成 3 0 年 度 予 算 額 17,957千円 

＜目  的＞ 

 国民健康保険事業の健全かつ安定的な運営を図るため、国民健康保険法に基づき、保険者（45市町村・２国保組

合）及び国民健康保険団体連合会、保険医療機関等に対して財政の健全化、医療費の適正化などについて、技術的

助言等を行う。 

＜対  象＞ 

 保険者（市町村及び国保組合）及び熊本県国民健康保険団体連合会、保険医療機関等 

＜事業内容＞ 

１ 保険者等への助言指導 

   保険者の国保事業の適正な運営、保険財政の健全化について、実地に赴き助言指導を行う。 

２ 保険医療機関等への指導 

医療給付の適正化を図るため、国民健康保険指導監査専門医（１名）、医療給付専門指導員（２名）及び医

療給付専門点検員（１名）を配置し、保険医療機関の指導、保険者に対するレセプト点検指導及びレセプト

点検業務等を行う。 

 
 

国民健康保険保険基盤安定負担金                     （事業開始年度：昭和63年度） 

実 施 主 体 県 市町村 負 担 割 合 別記（事業ごとに記載） 

令 和 元 年 度 予 算 額 7,603,490千円 （根拠法令等） 

国民健康保険法第 72 条の 2、第 72 条の 3、第 72 条の 4、第 81 条の 2 平 成 3 0 年 度 予 算 額 6,942,314千円 

＜事業内容＞ 

 １ 保険料軽減分（負担割合：県３／４ 市町村１／４） 

市町村が低所得世帯の保険料（税）を軽減した場合に、その軽減相当額等を補填するため、県が負担金を

交付する。 

２ 保険者支援分（負担割合：国１／２ 県１／４ 市町村１／４） 

低所得者を多く抱える市町村を支援し、中間所得者層を中心に保険料（税）を軽減するため、県が負担金

を交付する。 

 

 

国民健康保険広域化等支援基金事業                   （事業開始年度：平成14年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 国１／２、県１／２ 

令 和 元 年 度 予 算 額   5,920千円 （根拠法令等） 

 国民健康保険法第 75 条の 2 

 熊本県国民健康保険広域化等支援基金条例 平 成 3 0 年 度 予 算 額 5,855千円   

＜目  的＞ 

 市町村の国民健康保険事業の運営の広域化及び財政の安定化を図る。 

＜事業内容＞ 

 市町村への貸付・交付事業を実施していたが、平成29年度をもって終了。貸付を行った市町村の償還が完了する

平成34年度まで基金を設置しておく。 
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国民健康保険事業特別会計繰出金                     （事業開始年度：平成30年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 県１０／１０ 

令和元年度予算額   12,147,282千円 （根拠法令等） 

 国民健康保険法第 72 条の 2 
平成30年度予算額 12,771,263千円   

＜目  的＞ 

国民健康保険法の規定に基づく国民健康保険事業特別会計への算定対象額の一定割合及び事務費の繰出し 

＜事業内容＞ 

【財政安定化分】 10,645,927千円 

  算定対象額（保険給付費等）の9/100に相当する額 

【高額医療費負担分】 1,492,114千円 

  高額医療費負担対象額の1/4に相当する額 

【事務費分】 9,241千円 

 

 

国民健康保険保険給付費等交付金（国民健康保険事業特別会計） 

（事業開始年度：平成30年度） 

実 施 主 体 市町村 負 担 割 合 

国、県等公費1/2、保険料1/2（但し、保険料

に対しても国庫補助や地方財政措置等の措置

がある。） 

令和元年度予算額  160,526,196千円 （根拠法令等） 

 国民健康保険法第 75 条の 2 

 熊本県国民健康保険法施行条例第 10 条 平成30年度予算額 158,569,950千円   

＜目  的＞ 

国民健康保険事業の実施のために必要な、市町村への交付金 

＜事業内容＞ 

【普通交付金】 154,013,492千円 

市町村が国民健康保険の保険給付に要した費用を交付する 

【特別交付金】 6,512,704千円 

市町村の財政状況その他の事情に応じた調整として、個別の事情に着目した財政調整を行うために交付する 

① 国の特別調整交付金のうち、市町村のために交付される部分 

② 県繰入金（法定）のうち、個別の市町村に交付される部分 

③ 保険者努力支援制度交付金のうち、市町村のために交付される部分 

④ 特定健診費用 

 

 

社会保険診療報酬支払基金納付金（国民健康保険事業特別会計） 

（事業開始年度：平成30年度） 

実 施 主 体 社会保険診療報酬支払基金 負 担 割 合 

国、県等公費1/2、保険料1/2（但し、保険料

に対しても国庫補助や地方財政措置等の措置

がある。） 

令和元年度予算額  32,908,558千円 （根拠法令等） 

 介護保険法第 150 条、高齢者の医療の確保に関する法律第 36 条、

第 118 条、附則第 7 条 平成30年度予算額 33,666,588千円   

＜目  的＞ 

社会保険診療報酬支払基金に対する納付金等の納付 

＜事業内容＞ 

・介護納付金 8,730,241千円 

・前期高齢者納付金、事務費拠出金 99,589千円 

・後期高齢者支援金、事務費拠出金 24,078,575千円 

・病床転換支援金、事務費拠出金 153千円 
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国民健康保険財政安定化基金積立金（国民健康保険事業特別会計） 

                  （事業開始年度：平成27年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 国１０／１０ 

令和元年度予算額   14,329千円 （根拠法令等） 

 国民健康保険法第 81 条の 2 

 熊本県国民健康保険財政安定化基金条例 平成30年度予算額 13,684千円   

＜目  的＞ 

予期せぬ保険給付増や保険料収納不足により財源不足となった場合の備えとして設置している、国民健康保険

財政安定化基金の管理。 

＜事業内容＞ 

 【運用利息の積立て】 14,329千円 

※貸付・交付等の基金事業に要する費用は補正予算対応。 

 

 

特別高額医療費共同事業拠出金（国民健康保険事業特別会計）  

（事業開始年度：平成30年度） 

実 施 主 体 （公社）国民健康保険中央会 負 担 割 合 

国、県等公費1/2、保険料1/2（但し、保険料

に対しても国庫補助や地方財政措置等の措置

がある。） 

令和元年度予算額  152,902千円 （根拠法令等） 

 国民健康保険法第 81 条の 3 
平成30年度予算額 146,691千円   

＜目  的・事業内容＞ 

（公社）国民健康保険中央会が行う、特別高額医療費共同事業に要する経費の拠出 

 

 

後期高齢者医療給付費負担金事業                   （事業開始年度：平成20年度） 

実 施 主 体 後期高齢者医療広域連合 負担割合 国３／１２ 県１／１２ 市町村１／１２ 

令和元年度予算額 22,435,109千円 （根拠法令等） 

 高齢者の医療の確保に関する法律第96条第１項 平成30年度予算額 22,290,147千円 

＜目  的＞ 

 後期高齢者医療広域連合が被保険者に対して行う療養の給付等に要する費用について、国、県、市町村が一定割

合を負担し、所要の医療給付の確保を図る。 

＜対  象＞ 

 被保険者のうち自己負担割合が１割負担の者 

＜事業内容＞ 

 後期高齢者医療広域連合が療養の給付等に要する費用について、国が3/12,県が1/12,市町村が1/12を負担する。

※ただし、被保険者のうち、自己負担割合が３割の現役並み所得者に対する療養の給付等に要する費用の額を除く。 

 

後期高齢者医療高額医療費負担金事業              （事業開始年度：平成20年度） 

実 施 主 体 後期高齢者医療広域連合 負 担 割 合 国１／４ 県１／４  

令 和 元 年 度 予 算 額 1,123,242千円 （根拠法令等） 

 高齢者の医療の確保に関する法律第96条第２項 平 成 3 0 年 度 予 算 額 1,087,415千円 

＜目    的＞ 

  高額な医療費が発生した場合に、国及び県がその一定割合を負担し、後期高齢者医療広域連合の財政リスクの軽

減を図る。 

＜事業内容＞ 

レセプト１件当たり80万円を超える医療費について、保険料で賄うべき部分のうち1/4ずつを国・県が負担する。 
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後期高齢者医療保険基盤安定負担金事業               （事業開始年度：平成20年度） 

実 施 主 体 市町村 負 担 割 合 県３／４ 市町村１／４ 

令 和 元 年 度 予 算 額 4,448,604千円 （根拠法令等） 

 高齢者の医療の確保に関する法律第99条第３項 平 成 3 0 年 度 予 算 額 4,531,533千円 

＜目的＞ 

 低所得世帯に属する被保険者及び被用者保険の被扶養者であった被保険者について、保険料の均等割額を一定割

合減額し、負担を軽減する。 

＜事業内容＞ 

  低所得世帯に属する被保険者については、同一世帯内の総所得金額に応じて３段階（7割、5割、2割）で保険料

の均等割額を軽減し、また、被用者保険の被扶養者であった被保険者については、均等割額の5割を軽減する。 

その軽減分を県が3/4、市町村が1/4負担する。 

 

後期高齢者医療財政安定化基金事業                （事業開始年度：平成20年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 国１／３ 県１／３ 広域連合１／３ 

令 和 元 年 度 予 算 額 15,484千円 （根拠法令等） 

 高齢者の医療の確保に関する法律第116条 平 成 3 0 年 度 予 算 額 15,429千円 

＜目    的＞ 

  保険料の未納や医療の給付に要する費用が見込額以上に増加した場合等に、後期高齢者医療広域連合の財源不足

に対して交付・貸付を行う財政安定化基金を県に設置し、後期高齢者医療広域連合の財政リスクの軽減を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 交付事業 

(1) 予定収納率を下回る保険料の未納に対して、財政運営期間（２年間）の最終年度に、未納による不足額の

1/2を後期高齢者医療広域連合に交付する。 

(2) ２年ごとに行われる保険料率改定に伴う保険料率の増加を抑制する費用の一部に充てるため後期高齢者医

療広域連合に交付する。 

２ 貸付事業  

保険料の未納又は医療の給付に要する費用の見込額以上の増加による後期高齢者医療広域連合の財源不足に

対し、毎年度、不足分の1.1倍を限度に、後期高齢者医療広域連合に無利子で貸付を行う。 

 

医療費の見通しに関する計画検討委員会運営事業 ○単             （事業開始年度：平成28年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 県１０／１０ 

令 和 元 年 度 予 算 額 325千円 （根拠法令等） 

 高齢者の医療の確保に関する法律第９条第１項 平 成 3 0 年 度 予 算 額 356千円 

＜事業内容＞ 

高齢者の医療の確保に関する法律第９条第１項に基づき、医療費を取り巻く現状と課題を踏まえ、将来的な医

療費が過度に増加しないための施策及び目標や医療費の見通しを定めた「第３期熊本県における医療費の見通しに

関する計画」の推進。 

・第３期熊本県における医療費の見通しに関する計画に定める各事業の進捗状況把握 

・医療費の見通しに関する計画検討委員会の開催 
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健康増進計画推進事業 188

指定難病医療費

がん医療の推進

（新）医科歯科病診連携発展事業（がん診
療）（単）

190栄養士法施行事務（単）

190

192

調理師法施行事務（単）

195

193

194

191

192

スモン対策事業

国保ヘルスアップ支援事業

194

193

原爆被爆者などへの援護 原爆被爆者対策事業 198

がん対策推進事業

197

197

195

がん診療施設施設整備事業（単） 197

196

193

がん診療施設設備整備事業（単）

難病患者等ホームヘルパー養成研修事業

神経難病診療体制構築事業（単）

196

196

195

（新）がん相談機能発展事業（単）

難病特別対策推進事業

194

難病医療の推進

歯科保健推進事業【４カ年】

健康食生活・食育推進事業（単）【４カ年】

健康増進法施行事務

189

191

191

193

難病相談・支援センター事業

　５　健　康　局　　　

189

栄養指導対策事業（単）

健康長寿推進事業（くまもとスマートライフ推
進事業）【４カ年】

188

頁

（３）　健康づくり推進課　事業体系

190

健康的な生活習慣の確立

「（新）」は新規事業、「（単）」は県単独事業、
「【４カ年】」は熊本復旧・復興４カ年戦略関連事業を表す

人権教育・啓発の推進
と体制の整備

特定健康診査等実施事業

市町村健康増進事業

糖尿病医療の均てん化・ネットワーク支援事
業（単）

在宅人工呼吸器使用患者訪問看護事業

（新）緩和ケア提供体制発展事業（単）

ハンセン病事業（単）

がん登録事業（単）

先天性血液凝固因子障害等治療研究事業

医療サービスの充実
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健康増進計画推進事業                       （事業開始年度：平成10年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 事業１，４，６：県１０／１０ 

事業２，３，５：国１／２、県１／２ 

令和元年度予算額 22,416千円 （根拠法令等）  

 健康増進法第３条、地域保健法第６条第１項 平成30年度予算額 7,548千円 

＜目  的＞ 

 新たに策定した第4次くまもと21ヘルスプラン（熊本県健康増進計画 Ｈ30～R5年度）の着実な推進により県民

の健康づくりを支援する体制を整備する。 

＜事業内容＞ 

１ 普及啓発事業 

  本庁や保健所における健康づくりの普及啓発及び「くまもと２１ヘルスプラン推進委員会」によるヘルス

プランの進捗管理・評価の実施。 

２ たばこ対策促進事業 

  たばこの健康影響に関する正しい情報等普及啓発（学校等）及び受動喫煙、たばこ対策研修会の開催。 

３ 地域・職域連携推進事業 

  熊本県地域・職域連携推進協議会（兼くまもと２１ヘルスプラン推進委員会）、保健所での会議の開催。 

４ 熊本県健康づくり県民会議 

保健医療関係等43団体で構成する健康づくり県民会議の開催及び県民運動の推進 

 ５ 受動喫煙防止対策事業 

   受動喫煙防止対策強化のための健康増進法改正の説明会等、受動喫煙防止対策に係る公共施設への実態調査。 

 ６ 国民健康保険保健事業 

   市町村国保保険者が実施する保健事業への助言指導。 

 

  

健康長寿推進事業（くまもとスマートライフ推進事業）【４カ年】   （事業開始年度：平成24年度） 

実施主体 県 負担割合 国１／２（一部基金１０／１０） 

令和元年度予算額    12,000千円 （根拠法令等） 

健康増進法第3条 

地域保健法第6条第1項 平成30年度予算額   12,000千円 

 

＜目  的＞ 

県民自らが健康づくりに主体的に取り組めるよう、県民のためになる健康づくりモデル事業の構築及び普及啓

発を図ることにより、県民の健康長寿（健康寿命の延伸）を推進する。 

 

＜事業内容＞ 

１ 県民による健康長寿推進事業 

   誰もが簡単に楽しく気軽に取り組める健康づくり活動の企画提案を募り、先進性及び普及性の高いものを県

の委託事業として実施し、そのノウハウを県全体に普及させる。 

 

２ 健康経営の普及啓発 

   県民の健康づくり意識への醸成向上を図るため、健康づくりに積極的に取り組む企業・団体等を「くまもと

スマートライフプロジェクト応援団」として登録し、社員、職員、その家族、県民（消費者）に対して健康づ

くりに関する周知を行う。 
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歯科保健推進事業【４カ年】                     （事業開始年度：平成10年度） 

実施主体 
事業１～４：県 

事業５：市町村・県 
負担割合 

県１０／１０（一部国１０／１０） 

事業５-①、②：県１／２、市町村１／２ 

事業５-③、④：県 

令和元年度予算額    38,735千円 
（根拠法令等） 

熊本県歯及び口腔の健康づくり推進条例 

歯科口腔保健の推進に関する法律 平成30年度予算額  36,755千円 

＜目  的＞ 

 「熊本県歯及び口腔の健康づくり推進条例」及び「第４次熊本県歯科保健医療計画」に基づき、各種歯科保健事

業を実施し、県民全てが歯や口の健康を維持し、生涯を通じた生活の質（QOL）の向上を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 歯の健康づくり普及啓発 

   歯と口の健康週間事業（歯の祭典、高齢者のよい歯のコンクール、図画・ポスター・習字・標語の作品募集） 

２ 地域歯科保健推進事業 

 県歯科保健推進会議及び地域歯科保健推進会議の開催、歯科保健状況調査､実施計画の進捗管理  

３ 歯の健康づくり（８０２０）推進事業 

   ８０２０運動の積極的な推進のために必要な歯科保健関係の人材育成 

  (1)介護者歯科実技研修 

  (2)市町村歯科衛生士研修事業 

４ ヘル歯ー元気８０２０支援事業 

糖尿病対策における医科・歯科連携体制を整備し、糖尿病や歯周病患者を医科及び歯科へ相互受診勧奨するこ

とで糖尿病の重症化の予防と歯周病ハイリスク者支援を図る。 

５ むし歯予防対策事業 

  (1)市町村が実施する４歳未満児を対象としたフッ化物塗布事業への助成 

  (2)市町村が実施する保育所・幼稚園、小・中学校等を対象としたフッ化物洗口事業への助成 

  (3)歯及び口腔の健康づくり支援 

  (4)フッ化物活用推進事業 

 

 

健康食生活・食育推進事業○単 【４カ年】             （事業開始年度：平成16年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 3,967千円 （根拠法令等）  

 健康増進法第３条、第18条、地域保健法第３条、第６条、 

食育基本法第21条、第22条の２ 平成30年度予算額 4,458千円 

＜目  的＞ 

熊本県健康食生活・食育推進計画に基づき、子どもから高齢者までライフステージの特性に応じ、健康的な食生

活習慣の定着化や食を通した健康づくり、生活習慣病予防、生活習慣病の重症化予防と介護予防を目的とした施策

を、地域特性を踏まえ多様な関係者と連携して実施する。 

＜事業内容＞ 

１ ライフステージに応じた食育の推進 

２ 人材育成事業 

３ 環境整備事業 

   ヘルシーメニューの提供等を行うくまもと健康づくり応援店を指定し、健康食生活の情報発信を行う。 
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健康増進法施行事務                          （事業開始年度：昭和27年度） 

実施主体 県 負担割合 
事業１、２、４：県１０／１０ 

事業３：国１０／１０ 

令和元年度予算額 3,506千円 
（根拠法令等） 

事業１：健康増進法第18条～第24条 

事業２：健康増進法第26条、第31条 

食品表示法第4条～6条、15条 

事業３：健康増進法第10条、第13条 

事業４：健康増進法第18条、第19条 

平成30年度予算額 3,295千円 

＜目  的＞ 

 県民の健康増進を図るために、給食施設における入所者及び通所者に対する栄養管理の質の向上支援や健康や栄

養に関わる食品の栄養成分表示・食品の機能性表示・虚偽誇大広告等の指導を行う。 

＜事業内容＞ 

１ 特定給食施設等指導 

   日本人の食事摂取基準に基づき、栄養管理状況報告書を活用し、給食施設において提供する食事サービス

（給食、栄養指導等）の質の向上を支援する。 

２ 食品の表示に関する指導 

  (1) 栄養成分表示や食品の機能性表示に関すること 

  (2) 特別用途食品に関すること（特定保健用食品の許可申請含む） 

  (3) 健康の保持増進に係る虚偽誇大広告等の禁止に関すること 

３ 国民健康・栄養調査事業 

   国民生活基礎調査地区より設定された単位区から無作為に抽出された単位区内の世帯及び世帯員を調査客体

として、国民の健康増進の総合的な推進を図るための基礎資料（身体状況・栄養摂取量及び生活習慣の状況）

を得るための調査。 

４ 専門的栄養指導 

   専門的栄養指導を必要とする県民に対し、市町村や医療機関等と連携して必要な指導・支援を行う。 

 

 

栄養指導対策事業○単                         （事業開始年度：昭和45年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 90千円 （根拠法令等）  

熊本県食生活改善推進員連絡協議会事業運営費補助金交付要領 平成30年度予算額 90千円 

＜目  的＞ 

 県民の健康の保持増進を目的に、県民の食生活改善や運動推進のためのボランティア活動を支援する。 

＜事業内容＞ 

熊本県食生活改善推進員連絡協議会に対して運営費を助成する。 

 

 

栄養士法施行事務○単                        （事業開始年度：昭和22年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 818千円 （根拠法令等）  

栄養士法第2条、第4条 平成30年度予算額 818千円 

＜目  的＞ 

県民の食生活向上に資するため、栄養士養成施設において必要な知識及び技術を修得した者に栄養士免許を与

える。また、管理栄養士として具備すべき知識及び技能を修得させるため、臨地実習を行う。 

＜事業内容＞ 

１ 栄養士免許事務  

（平成30年度免許交付等実績） 新規申請 231件  書換申請 151件  再交付申請 39件 

２ 栄養士養成施設学生実習指導 

   熊本県立大学、尚絅大学その他（県外の大学を含む）の学生に対する公衆栄養指導を行う。 
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調理師法施行事務○単                       （事業開始年度：昭和33年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 3,743千円 （根拠法令等）  

調理師法第3条、第3条の2、第5条 平成30年度予算額 4,236千円 

＜目  的＞ 

県民の食生活向上に資するため、調理師法に定められた調理師の資格等に係る各種事務を適正に実施し、調理

業務に従事する者の資質向上及び調理技術の発達を図る。 

＜事業内容＞ 
１ 調理師試験 

 試 験 科 目：公衆衛生学、栄養学、食品学、食品衛生学、調理理論、食文化概論 
 受 験 資 格：中学校を卒業、又はこれと同等以上の学歴を修めた後、飲食店営業、魚介類販売業、そうざ

い製造業又は寄宿舎、学校、病院等の施設で２年以上調理の実務に従事した者 
     受 験 手 数 料：6,200円（熊本県収入証紙） 

 受験者等の状況 

 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

受験者数 791 826 342 697 639 

合 格 者 406 455 168 369 313 

２ 調理師免許事務 

（平成30年度免許交付等実績） 新規申請 526件  書換申請 177件  再交付申請 142件 

３ 調理師養成施設指導等事務 

 調理師養成施設の指定、変更承認及び変更届出における指導・監督や入所及び卒業の届出事務を行う。 

 
 

特定健康診査等実施事業                    （事業開始年度：平成20年度） 

実施主体 市町村 負担割合 国１／３ 県１／３ 市町村１／３ 

令和元年度予算額   318,265千円 
（根拠法令等） 

高齢者の医療の確保に関する法律第20条、第24条 

国民健康保険法第72条の5 平成30年度予算額 317,358千円 

＜目  的＞ 

 市町村が行う特定健診・特定保健指導の円滑な実施を支援することにより生活習慣病の予防を推進し、もって県

民の高齢期における医療に要する費用の適正化を図る。 

＜対  象＞ 

 市町村 

＜事業内容＞ 

 市町村国民健康保険が行う特定健診・特定保健指導に係る経費の１／３を負担する。 
 

市町村健康増進事業                      （事業開始年度：平成20年度） 

実施主体 市町村 負担割合 
国１／３ 県１／３ 市町村１／３ 

（一部：国１０／１０） 

令和元年度予算額 54,970千円 （根拠法令等） 

健康増進法第17条第１項及び第19条の２ 平成30年度予算額  52,479千円 

＜目  的＞ 

 40歳からの健康づくりと、栄養その他の生活習慣の改善等に向けて相談に応じ、脳卒中、心臓病等の生活習慣病

の予防や早期発見・早期治療により健康状態の維持を図るため、市町村が実施する健康増進事業を助成することに

より、県民の健康増進を推進する。 

＜対  象＞ 

 市町村内に居住地を有する40歳以上の者 

＜事業内容＞ 

 市町村が行う健康増進事業（健康教育、健康相談、訪問指導、歯周疾患検診、骨粗鬆症検診等）に要する経費を

助成する。 
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糖尿病医療の均てん化・ネットワーク支援事業○単         （事業開始年度：平成28年度） 

実施主体 熊本大学病院 負担割合 県１０／１０（地域医療介護総合確保基金） 

令和元年度予算額 13,003千円 
（根拠法令等） 

医療法第30条 

健康増進法第3条  

高齢者確保法第9条(都道府県医療費適正計画) 
平成30年度予算額 13,003千円 

＜目  的＞ 

 糖尿病の発症、重症化、合併症予防のため、適切な医療や療養指導を提供できる医療スタッフの養成及び関係機 

関のネットワーク化を図る。 

＜対  象＞ 

 糖尿病診療や療養指導に携わる医師、看護師、管理栄養士、理学療法士など 

＜事業内容＞ 

・熊本大学病院に対し、糖尿病保健医療連携体制整備を進めるためのコーディネーター(特任助教)を配置する

ための費用等を助成する。 

・コーディネーターが中心となり次の事業を実施する。 

  熊本地域糖尿病療養指導士の養成 

糖尿病専門医、療養指導士資格取得研修会の開催 

糖尿病連携医スキルアップ研修会の開催 

糖尿病予防に関する症例検討会の開催 

その他、保健医療連携体制整備に関する事業 
 

国保ヘルスアップ支援事業                     （事業開始年度：平成30年度） 

実施主体 県 負 担 割 合 国１０／１０ 

令和元年度予算額    16,445千円 
（根拠法令等） 

国民健康保険法第72条 

平成30年度予算額     7,208千円 

＜目  的＞ 

 市町村とともに国民健康保険の共同保険者となる県が、市町村ごとの健康課題や保健事業の実施状況を把握し、

必要な助言及び支援を行うことで、市町村における保健事業の健全な運営を支援する。 

＜事業内容＞ 

１ 糖尿病予防総合対策事業（事業主体：県、負担割合：国１０/１０） 

   糖尿病の発症、重症化、合併症の予防に向けて、医療機関や行政、関係団体等が連携した切れ目のない保健

医療サービスを住民に提供するための糖尿病保健医療連携体制を二次保健医療ごとに整備を実施。 

２ 糖尿病予防戦略事業（事業主体：県、負担割合：国１０/１０） 

   県民が糖尿病予防に関する正しい知識を身に付け、自ら健康的な生活が実践できるよう、圏域の課題や実情

に応じた糖尿病予防に関する事業、環境整備を実施。 

３ 特定健診未受診者対策支援事業（事業主体：県、負担割合：国１０／１０） 

   熊本県医師会・熊本市医師会と市町村国保保険者が集合契約について協議する場を設け、被保険者が県内の

医療機関であればどこでも健診を受けることができるよう環境整備を行うことで、受診率向上を図る。 

４ 受診勧奨支援事業（事業主体：県、負担割合：国１０／１０） 

   国保被保険者に対する特定健診受診勧奨や医療機関受診勧奨のためのツールとなる「糖尿病患者事例集」を

作成し、市町村国保保険者が活用することで受診率向上を図る。 

５ 保健事業分析事業（事業主体：国１０／１０） 

   市町村国保保険者が実施している保健事業の分析を行うことにより、特定保健指導の好事例を広く周知する

ことで、各市町村における特定保健指導の効果的な推進を図る。 
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指定難病医療費                           （事業開始年度：昭和48年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 国１／２ 県１／２ 

令和元年度予算額 1,542,478千円 （根拠法令等）  

難病の患者に対する医療等に関する法律第5条 平成30年度予算額 1,476,390千円 

＜目  的＞ 

 指定難病の治療研究の推進及び患者の医療費の負担軽減を図る。 

＜対  象＞ 

指定難病の支給認定を受けた患者 

＜事業内容＞ 

指定難病の支給認定を受けた患者に対する特定医療費の公費負担。（平成30年4月から熊本市に事務移譲） 

平成30年度末 給付人員 8,649人（熊本市を除く） 

 

スモン対策事業                            （事業開始年度：昭和53年度） 

実施主体 県 負担割合 国１０／１０ 

令和元年度予算額    2,015千円 
（根拠法令等） 

スモン総合対策について（S53.11.21薬発第1527号厚生省薬務

局長・公衆衛生局長通知） 

スモンに対するはり、きゅう及びマッサージ治療研究事業実施要綱 
平成30年度予算額    2,015千円 

＜目  的＞ 

 スモンに罹患している者にはり、きゅう及びマッサージを実施することにより、スモンに対するはり等の治療研

究の推進及び患者の医療費の負担軽減を図る。 

＜対  象＞ 

 スモン患者 

＜事業内容＞ 

 はり等の治療研究を担当するのに適当な施術所において施術を受けたスモン患者に対して、月７回を限度として

医療費を負担する。 

  平成30年度 給付人員 3人 

 

在宅人工呼吸器使用患者訪問看護事業                （事業開始年度：平成10年度） 

実施主体 県 負担割合 国１／２ 県１／２ 

令和元年度予算額    3,274千円 （根拠法令等） 

在宅人工呼吸器使用特定疾患患者訪問看護治療研究事業実

施要綱（H10.4.9健医発第637号厚生省保健医療局長通知） 平成30年度予算額    3,155千円 

＜目  的＞ 

在宅人工呼吸器使用患者の在宅療養の実態把握と訪問看護の方法等に関する研究を行う。 

＜対  象＞ 

在宅人工呼吸器使用患者 

＜事業内容＞ 

費用の公費負担 

  平成30年度 給付人員 7人 

 

先天性血液凝固因子障害等治療研究事業              （事業開始年度：平成元年度） 

実施主体 県 負担割合 国１／２ 県１／２ 

令和元年度予算額   9,612千円 
（根拠法令等） 

先天性血液凝固因子障害等治療研究事業について（H1.7.24

健医発第896号厚生省保健医療局長通知） 

先天性血液凝固因子障害等治療研究事業実施要綱 
平成30年度予算額    8,307千円 

＜目  的＞ 

 先天性血液凝固因子障害等の治療研究の推進及び患者の医療費の負担軽減を図る。 

＜対  象＞ 

 先天性血液凝固因子障害等患者 

＜事業内容＞ 

 医療費の公費負担 

   平成30年度 給付人員 82人 
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難病特別対策推進事業                        （事業開始年度：平成４年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 国１／２ 県１／２ 

令和元年度予算額 4,853千円 （根拠法令等）  

難病特別対策推進事業実施要綱 

（H10.4.9健医発第635号厚生省保健医療局長通知） 平成30年度予算額 4,853千円 

＜目  的＞ 

 難病患者の入院施設の確保や在宅療養の適切な支援により安定した療養生活の確保を図る。 

＜対  象＞ 

 難病患者、家族 

＜事業内容＞ 

訪問診療、医療相談、訪問相談、訪問相談員の育成、在宅療養支援、難病対策地域協議会の開催等 

 

 

難病患者等ホームヘルパー養成研修事業               （事業開始年度：平成９年度） 

実 施 主 体 県・熊本市（共同実施） 負担割合 
国１／２ 県１／２ 
※県(58.1%)と熊本市(41.9%)の共同実施 

令和元年度予算額 285千円 （根拠法令等）  
難病特別対策推進事業実施要綱 
（H10.4.9健医発第635号厚生省保健医療局長通知） 平成30年度予算額  284千円 

＜目  的＞ 

難病患者等の多様化するニーズに対応した適切なサービスを提供するため、介護福祉士等、難病患者ホームヘ

ルプ事業に従事することを希望する者に対し必要な知識・技能を習得させる。 

＜対  象＞ 

  難病患者等ホームヘルプサービス事業に従事することを希望する者等（当面現任ヘルパーのみ、100人規模）  

＜事業内容＞ 

  時期：10月以降 

形態：公益法人等への委託により研修を行う。 

平成30年度受講者数 41人 

 

 

難病相談・支援センター事業                     （事業開始年度：平成17年度） 

実施主体 

県・熊本市（共同実施） 

（委託先：特定非営利活動法人熊本

県難病支援ネットワーク） 

負担割合 
国１／２ 県１／２ 

※県(59%)と熊本市(41%)の共同実施 

令和元年度予算額 13,887千円 （根拠法令等）  

難病の患者に対する医療等に関する法律第29条 平成30年度予算額 13,887千円 

＜目  的＞ 

 地域で生活する難病患者及びその家族の日常生活における相談・支援、地域交流活動の促進及び就労支援などの

事業を実施し、難病患者等の療養上、日常生活上の悩みや不安等の解消を図る。 

＜対  象＞ 

難病患者、その家族等 

＜事業内容＞ 

１ 電話、面談等により、療養、日常生活、各種公的手続等に対する相談・支援及び生活情報の提供等を行う。 

２ 地域交流会の活動を支援する。 

３ 難病患者の就労支援に資するため、公共職業安定所等関係機関と連携を図り、必要な相談・援助、情報提

供等を行う。 

４ 講演・研修会を開催する。 
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神経難病診療体制構築事業○単      （事業開始年度：平成28年度） 

実施主体 熊本大学病院 負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金) 

令和元年度予算額 26,000千円 （根拠法令等） 

神経難病診療体制構築事業補助金交付要領 平成30年度予算額 26,000千円 

＜目  的＞ 

県内の神経難病患者が安心して質の高い医療サービスの提供を受けることができる診療体制を構築するため、

医師、看護師等の医療従事者に対し、神経難病に関する系統的な教育及び診療支援を行うとともに、神経難病受入

病院間のネットワークを構築し、情報の共有を図る。 

＜対  象＞  

県内の医療従事者、地域の医療機関 等 

＜事業内容＞ 

 熊本大学病院が実施する次の事業に対する助成 

１ 神経難病医療従事者の教育（肥後ダビンチ塾） 

地域の医師、看護師、理学療法士等の神経難病医療従事者を対象として、神経難病の実践的知識及び実践的

医療技術の教育を行い、受講者に対して認定証を発行する。 

２ 神経難病患者データベース構築 

県内の神経難病診療協力病院に入院可能な神経難病疾患、全身状態の条件等の検索が可能なシステム

と神経難病患者のデータベースを連携し、神経難病患者の療養の実態を把握する仕組みを構築する。 
 
 

がん対策推進事業                       （事業開始年度：平成17年度） 

実施主体 がん診療連携拠点病院、県 負担割合 国１／２ 県１／２  

令和元年度予算額 11,878千円 
（根拠法令等） 

がん対策基本法第４条､第12条､第13条､第15条､第16条､第17条､第18条 

がん診療連携拠点病院等の整備について（H26.1.10健発第0110第

7号厚生労働省健康局長通知） 

熊本県がん対策推進計画 
平成30年度予算額 11,878千円 

＜目  的＞ 

 がん対策を総合的かつ計画的に推進し、県内のがん医療水準の向上を図り、地域の医療機関の連携を促進する。 

＜対  象＞ 

 がん診療連携拠点病院、がん患者 

 

＜事業内容＞ 

１ がん診療連携拠点病院機能強化事業（がん診療連携拠点病院が実施する次の事業に対する助成） 

   ・がん医療従事者研修事業  ・がん診療連携拠点病院ネットワーク事業 ・がん相談支援事業 

   ・普及啓発・情報提供事業  ・病理医養成等事業  ・在宅緩和ケア地域連携事業 

   ・緩和ケア推進事業     ・がん患者の就労に関する総合支援事業 

２ がん対策推進特別事業（本県のがん医療の推進のための事業等を実施） 
 
 

がん登録事業○単                           （事業開始年度：平成５年度） 

実 施 主 体 県(委託先：(公財)熊本県総合保健センター)  負 担 割 合 県１０／１０、但し経費等に対し国から５%

程度補助あり 

令和元年度予算額 10,076千円 （根拠法令等）  

がん登録等の推進に関する法律 
平成30年度予算額 10,068千円 

＜目  的＞ 

 「がん登録等の推進に関する法律」に基づき、全国がん登録を円滑に実施することで、がん患者の罹患・受診状

況の把握及び生存率の測定を行い、本県におけるがん対策の基礎となるデータを把握し、地域のがん対策の推進を

図る。 

＜対  象＞ 

 医療機関、検診機関、市町村、保健所、がん患者 

＜事業内容＞ 

病院及び指定を受けた診療所から提出される届出情報を受理・登録等の全国がん登録に関する事務を着実に遂行

し、より正確ながん罹患の実態把握及びがん対策への活用を行う。 
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○新 医科歯科病診連携発展事業（がん診療）○単          （事業開始年度：令和元年度）                                 

実施主体 県(委託先：(一社)熊本県歯科医師会) 負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金(医療分)) 

令和元年度予算額 1,827千円 （根拠法令等） 

医療介護総合確保促進法に基づく県計画、 

熊本県がん対策推進計画 平成30年度予算額 － 千円 

＜目  的＞ 

 がん治療における口腔合併症予防・歯科疾患の早期治療等に有用な医科歯科の病診連携を推進し、がん患者の術

後のＱＯＬの向上を図る。 

＜対  象＞ 

歯科医師、歯科衛生士、医療従事者、がん患者 等 

＜事業内容＞ 

熊本県歯科医師会へ次の事業を委託。 

１ 歯科医師、歯科衛生士及びがん診療連携拠点病院の医師等に対する研修会 

２ 医科歯科連携運営協議会の実施 

 

 

○新 がん相談機能発展事業○単                  （事業開始年度：令和元年度） 

実施主体 県(委 託 先 ： 熊 本 大 学 病 院 ) 負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金(医療分)) 

令和元年度予算額 24,011千円 （根拠法令等） 

医療介護総合確保促進法に基づく県計画 

熊本県がん対策推進計画 平成30年度予算額  － 千円 

＜目  的＞ 

本県におけるがん患者の不安や悩みに対する相談支援機能を充実させるとともに、がん医療に係る相談員等の

サポートスタッフの資質向上及びがん地域連携クリティカルパス（「私のカルテ」）の活用を含む施設間の連携体制

を構築し、がん患者及びその家族の療養生活の質の維持向上及びがん治療における医療機関同士の役割分担の推進

を図る。 

＜対  象＞ 

がん相談員、がん患者 等 

＜事業内容＞ 

都道府県がん診療連携拠点病院である熊本大学病院に、事業推進員及び事務職員を配置し、がん相談員の資質

向上、がん相談支援センターの認知度向上、ピアサポート活動の支援を実施するとともに、がん地域連携クリティ

カルパス（「私のカルテ」）運用コーディネーター及び事務職員を配置し、地域の医療機関の連携体制への参加促

進や相談対応等の事業を委託する。 

 

 

○新 緩和ケア提供体制発展事業○単                 （事業開始年度：令和元年度） 

実施主体 熊本大学病院 負担割合 県１０／１０(地域医療介護総合確保基金(医療分)) 

令和元年度予算額 24,616千円 （根拠法令等） 

医療介護総合確保促進法に基づく県計画、 

熊本県がん対策推進計画 平成30年度予算額  - 千円 

＜目  的＞ 

緩和ケアに関する知識を持った多施設・多職種の人材が、在宅を含む各地域で緩和医療・緩和ケアを展開し、

病院や病棟のみならず在宅における緩和医療の充実を図る。 

＜対  象＞ 

医師をはじめとする医療従事者、がん患者 等 

＜事業内容＞ 

都道府県がん診療連携拠点病院である熊本大学病院が実施する次の事業に対する助成 

(1)緩和医療の多職種人材育成と多施設による組織の体制整備 

(2)緩和ケアの普及啓発事業 

(3)地域緩和ケア連携調整体制の整備 
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がん診療施設設備整備事業○単                                  （事業開始年度：平成20年度） 

実施主体 医療機関 負担割合 県１／３（地域医療介護総合確保基金）、 

事業者２／３ 

令和元年度予算額    45,757千円 
（根拠法令等） 

医療法第30条の4 

がん対策基本法第16条 

熊本県がん対策推進計画 
平成30年度予算額   48,283千円 

＜目  的＞ 

がん診療を行う医療機関が、その機能の拡充を図るために行う設備整備事業に対して助成することにより、本県

における医療の充実・確保を図る。 

＜対  象＞ 

 がん診療施設として必要ながんの医療機器及び臨床検査機器等の備品購入を行う医療機関 

＜事業内容＞ 

がん診療施設として必要ながんの医療機器及び臨床検査機器等の備品購入に対する助成 
 
 

がん診療施設施設整備事業○単                                  （事業開始年度：平成27年度） 

実施主体 医療機関 負担割合 県１／３（地域医療介護総合確保基金）、 

事業者２／３ 

令和元年度予算額 87,371千円 （根拠法令等） 

医療法第30条の4 

がん対策基本法第16条 

熊本県がん対策推進計画 
平成30年度予算額   37,374千円 

＜目  的＞ 

がん診断、治療を行う病院がその機能の拡充を図るために行う施設整備に対して助成することにより、 

本県における医療の充実・確保を図る。 

＜対  象＞ 

がん診断又は治療施設として施設整備を行う病院 

＜事業内容＞ 

がん診療施設として機能の向上を図るために病院が行うがん診療施設（診療棟、がん専用病棟）の整備費用に

対する助成 
 
 

ハンセン病事業○単                         （事業開始年度：昭和43年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 4,282千円 
（根拠法令等）  

 ハンセン病問題の解決の促進に関する法律第5条、第11条、 

第12条、第16条、第17条 

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第5条 

熊本県人権教育・啓発基本計画 
平成30年度予算額 3,930千円 

＜目  的＞ 

 ハンセン病に対する偏見や差別の解消を図るため、ハンセン病に関する正しい知識の普及啓発や、本県出身のハ

ンセン病療養所入所者にふるさと訪問事業、地元新聞の送付等を行う。 

＜対    象＞ 

県民、国立ハンセン病療養所等入所者  等 

＜事業内容＞ 

１  ハンセン病関係普及啓発事業 

(1)啓発用パンフレットの作成、配布     

(2)菊池恵楓園で学ぶ旅の実施 

(3)熊本県ハンセン病問題啓発フォーラム 

(4)ハンセン病問題啓発推進委員会の開催   

(5)菊池恵楓園の将来構想実現に向けた協議会への参加 

２ ふるさと事業 

(1)ふるさと訪問   

(2)熊本ふるさと便のお届け   

(3)地元新聞の送付   

(4)社会復帰等相談への対応 
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原爆被爆者対策事業                        （事業開始年度：昭和32年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 
事業１、２：国１０／１０、国８／１０ 

事業３：国１／２ 県１／２ 

令和元年度予算額 532,183千円 （根拠法令等） 

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律第7条、第24条～第

28条、第31条、第32条、第37条～第39条 平成30年度予算額 565,226千円 

＜目  的＞ 

 原爆被爆者が今なお置かれている健康上の特別の状態にかんがみ、被爆者に対し健康診断と必要な医療並びに手

当支給等の措置を講ずることにより、その健康の保持と福祉の向上を図る。 

＜対  象＞ 

 原爆被爆者 

＜事業内容＞ 

１ 原爆被爆者健康診断事業 

 (1)定期健康診断（年２回、うち１回はがん検査）  

(2)精密検査 

２ 原爆被爆者関係手当支給事業 

(1)医療特別手当   

(2)特別手当   

(3)原子爆弾小頭症手当   

(4)健康管理手当 

(5)保健手当(一般、増額)   

(6)介護手当(重度、中度)   

(7)家族介護手当   

(8)葬祭料 

３ 原爆被爆者介護保険等利用助成事業 

   介護保険法等に規定する次のサービスを利用した場合の自己負担額を助成する。 

  (1)訪問介護   

(2)介護老人福祉施設入所   

(3)養護老人ホーム・特別養護老人ホーム入所 

  (4)通所介護・短期入所生活介護・小規模多機能型居宅介護 等 

４ 医療の給付 

 (1)(2)の認定疾病以外の一般疾病に対する医療の給付  

  (2)原爆症と認定された認定疾病に対する医療の給付 
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移植医療の普及

207

208

医薬品検査及び一斉取締費

医薬品・医療機器など
の品質確保対策

温泉保護対策等事業（単） 208

　（２）温泉保護対策事業（単） 208

住宅宿泊事業適正運営確保事業（単）

危険ドラッグ対策事業（単）【４カ年】

（２）薬局機能情報提供システム運営事業(単) 205

206

医薬品等安全確保対策事業（単）

豊かな自然環境の保
全

優れた自然の保全

長寿を支える環境整備
208

207

献血推進対策事業（単）

在宅訪問薬局支援体制強化事業（単）

薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業

　（１）温泉指導費（単）【４カ年】

献血者の確保等対策

医療サービスの充実 206

住宅宿泊事業の適正
運営の確保

200

　（２）クリーニング師試験実施事業（単） 201

　（３）公衆浴場経営振興事業（単）

（１）薬局等許認可及び登録販売者試験事務
（単）

200

　（２）生活衛生営業振興助成事業（単）

204

204

毒物劇物指導育成事業（単）

安全で安心できる県民
生活の確保

202

　５　健　康　局　　　
「（単）」は県単独事業、
「【４カ年】」は熊本復旧・復興４カ年戦略関連事業を表す。

201

202

薬事許認可事業（単） 205

（４）　薬務衛生課　事業体系

頁

　（１）生活衛生営業施設等調査指導等（単）

防災・消防体制の強化

生活衛生営業の衛生
水準の確保

麻薬取締費（単）

　（１）生活衛生営業指導センター運営費補助

災害時緊急医薬品等供給対策事業（単）

特殊医薬品需給費

200

200

生活衛生営業振興対策事業 201

生活衛生環境確保対策事業（単）

201

205

シンナー・覚せい剤等
薬物乱用防止対策

薬価等基準調査費

移植医療推進普及啓発事業(単） 204

毒物劇物安全対策 203

薬物乱用防止事業（単）【４カ年】 203

205
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災害時緊急医薬品等供給対策事業○単                 （事業開始年度：平成８年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額  1,923千円 （根拠法令等） 

九州・山口９県災害時応援協定（H23.10.31締結） 

災害時緊急医薬品等備蓄事業実施要綱 平成30年度予算額 1,343千円 

＜目  的＞ 

大規模災害が発生した場合に、応急対策の迅速・的確な実施を図るため「九州・山口９県災害時応援協定」が締

結されている。その中で医療支援の一つである医薬品等の提供について、特に地震等の大規模災害時における初動

医療救護のための医薬品等を備蓄するとともに、その後の救急医療に必要な医薬品等供給体制の確保を図る。 

また、緊急的対応が必要な薬物中毒発生時の解毒用医薬品等を備蓄する。 

＜事業内容＞ 

１ 備蓄医薬品等の管理委託（県下６ヶ所） 

２ 有効期限切れの備蓄医薬品等の適正処理委託及び更新 

３ 連絡・搬送訓練の実施、熊本県総合防災訓練参加 

 

特殊医薬品需給費                           （事業開始年度：昭和26年度） 

実 施 主 体 県 負 担 割 合 国１０／１０ 

令和元年度予算額 1,140千円 （根拠法令等） 

 国有ワクチン供給要領 平成30年度予算額 1,140千円 

＜事業内容＞ 

国有ワクチン（抗毒素）は、患者発生の予測ができないため需用の見込みが極めて困難であるものや、患者発生

頻度は少ないが国民の保健衛生上欠くことができないものとして、国が製造業者から買上げ、全国９拠点（熊本県

も含む）に備蓄している。 

それらについて、医療機関等からの供給申請に基づき、迅速かつ円滑に供給できるよう体制を整備している。 

 

生活衛生環境確保対策事業 

（１）生活衛生営業施設等調査指導等○単            （事業開始年度：昭和22年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 1,785千円 

（根拠法令等） 

理容師法第11条の2、第13条、美容師法第12条、第14条 

クリーニング業法第5条の2、第10条 

旅館業法第7条 

公衆浴場法第6条 

興行場法第5条 

墓地・埋葬等に関する法律第18条 

建築物における衛生的環境の確保に関する法律第11条、第12条の2、第12条の5 

熊本県遊泳用プール等指導要項等 

平成30年度予算額 2,081千円 

＜目   的＞ 

生活衛生営業施設等への立入調査等を実施し、必要に応じ指導監督を行い、各施設の衛生措置基準の遵守、施設

の改善向上を図る。特に、レジオネラ症防止対策として公衆浴場、旅館に対して、入浴施設の衛生管理の徹底を指

導する。 

＜対   象＞ 

理容所、美容所、クリーニング所、旅館、公衆浴場、興行場、墓地、火葬場、納骨堂、特定建築物、100ｍ３以上

の遊泳用プール 

＜事業内容＞ 

生活衛生営業施設等の指導、レジオネラ症に関する調査指導 
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（２）クリーニング師試験実施事業○単              （事業開始年度：昭和25年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 187千円 （根拠法令等） 

クリーニング業法第７条 平成30年度予算額 187千円 

＜目  的＞ 

クリーニング業法第７条第１項及び第２項の規定に基づき、クリーニング師の試験を実施する。 

＜事業内容＞ 

次の科目について試験を実施する。 

１ 衛生法規に関する知識  ２ 公衆衛生に関する知識  ３ 洗たく物の処理に関する知識及び技能 

 

 

生活衛生営業振興対策事業 

（１）生活衛生営業指導センター運営費補助           （事業開始年度：昭和57年度） 

実 施 主 体 (公財)熊本県生活衛生営業指導センタ

ー 

負担割合 国１／２ 県１／２ 

令和元年度予算額 12,918千円 （根拠法令等）  

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第57条の3、第57条の4、第63条 平成30年度予算額 12,678千円 

＜目  的＞ 

（財）熊本県生活衛生営業指導センターに経営指導員を配置し、生活衛生関係営業に対する経営、融資、税務等

の専門的指導・相談の実施による経営の健全化及び振興を通じて、その衛生水準の維持向上を図り、併せて、利用

者又は消費者の利益の擁護を図る。 

＜対   象＞ 

生活衛生関係営業者 

＜事業内容＞ 

１ 経営・融資等相談室の設置運営  ２ 移動相談の実施  ３ 情報化整備事業 

 
 

（２）生活衛生営業振興助成事業○単              （事業開始年度：平成13年度） 

実施主体 （財）熊本県生活衛生営業指導センター 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 3,388千円 （根拠法令等） 

生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律第63条、第63条の2 平成30年度予算額 3,388千円 

＜目   的＞ 

専門技術講習会や技術研鑽のための競技会、接客マナー向上等の研修会等を実施することにより、生活衛生営業

全体の活性化、個々の営業者の経営意欲の創出、技術力の確保による経営の安定化を図り、もって衛生水準の低下 

を未然に防止し、県民生活の安全性を確保する。 

＜対   象＞ 

生活衛生関係営業者 

＜事業内容＞ 

１ 消費者へのサービスの向上・需要の開拓等、生活衛生関係営業の活性化のための事業 

２ 専門的知識・技術等を修得するための事業 

３ 後継者育成事業 

４ 福祉関連事業 
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（３）公衆浴場経営振興事業○単                           （事業開始年度：平成３年度） 

実施主体 熊本県公衆浴場業生活衛生同業組合 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 1,071千円 （根拠法令等）  

公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律第３条 

 熊本県公衆浴場振興対策事業補助金交付要項  平成30年度予算額 1,071千円 

＜目   的＞ 

一般公衆浴場は、地域住民の日常生活において保健衛生上欠かすことのできない施設であるにもかかわらず、近

年利用者の減少、営業経費の高騰、後継者難等によりその数が著しく減少していることから、県公衆浴場業生活衛

生同業組合が実施する公衆浴場活性化事業を支援し、地域住民の利用機会の確保及び公衆浴場の振興、公衆衛生の

向上を図る。 

＜対   象＞ 

熊本県公衆浴場業生活衛生同業組合加入の一般公衆浴場 

＜事業内容＞ 

組合が実施する「老人無料の日、子供無料招待の日」に係る事業(毎月１回)に要する経費及び入浴者を対象にし

た健康相談や交流促進等に資する事業に要する経費を助成する。 

 

住宅宿泊事業適正運営確保事業○単            （事業開始年度：平成30年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 3,601千円 （根拠法令等）住宅宿泊事業法第3条、15条、16条、17条、18条、

41条、42条 平成30年度予算額 3,598千円 

＜目  的＞ 

住宅宿泊事業を営む者に係る届出制度を設ける等の措置を講じることにより、当該事業を営む者の業務の適正な

運営を確保しつつ、国内外からの観光旅客の宿泊に対する需要に的確に対応してこれらの者の来訪及び滞在を促進

し、もって国民生活の安定向上及び国民経済の発展に寄与する。 

＜対   象＞ 

住宅宿泊事業者 

＜事業内容＞ 

１ 住宅宿泊事業法に基づく届出等の受理   

２ 住宅宿泊事業者に対する指導監督    
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毒物劇物指導育成事業○単                             （事業開始年度：昭和25年度）  

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額  640千円 （根拠法令等） 

毒物及び劇物取締法第４条、第８条、第22条 平成30年度予算額 642千円 

＜目  的＞ 

毒物及び劇物取締法に基づき、毒物劇物製造業、輸入業及び販売業等に対する許認可事務及び指導育成を行い、

毒物及び劇物の取扱いの適正化を図る。  

＜事業内容＞ 

１ 毒物劇物製造業、輸入業及び販売業の基準調査等許認可事務及び指導育成 

２ 毒物劇物取扱者試験の実施 

 

 

薬物乱用防止事業○単【４カ年】                   （事業開始年度：昭和49年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 3,145千円 
（根拠法令等） 

薬物乱用防止対策事業実施要綱（H11.7.9厚生省医薬安全局長通知）、 

第五次薬物乱用防止五か年戦略（H30.8.3薬物乱用対策推進本部決定）、 

熊本県薬物乱用対策事業実施計画 

「ダメ。ゼッタイ。」普及運動事業実施要綱 

薬物乱用防止指導員連合協議会設置要綱（H8.6.10） 

平成30年度予算額 3,221千円 

＜目   的＞ 

薬物乱用は、青少年層に浸透がみられるなど、低年齢化傾向を示し、深刻な状況にある。また、最近は、覚醒剤

に加えて大麻や危険ドラッグなどの乱用増加が見られ、多様化している。そこで、県民総ぐるみの薬物乱用防止キ

ャンペーンを展開し、薬物乱用を許さない地域づくりを推進するとともに、薬物関連問題の相談事業を行い、その

未然防止、薬物依存者の社会復帰の促進等を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 熊本県薬物乱用対策推進本部事業 

２ 各種啓発運動及び月間活動等の実施 

(1) 不正大麻・けし撲滅運動（4/1～5/31） 

 (2) 国連麻薬撲滅デー(6/26)を中心に、近日の土日で「ヤング街頭キャンペーン」の実施 

(3) 薬物乱用防止広報強化月間（７月） 

 (4) 麻薬・覚せい剤乱用防止運動（10月～２月） 

３ 地域啓発運動及び薬物乱用防止教育の推進 

(1) 薬物乱用防止指導員地域啓発活動 

(2) 青少年健全育成・薬物乱用防止キャンペーン 

(3) 小学・中学・高校生への薬物乱用防止教室の開催支援 

４ 薬物相談窓口事業 

 ５ 薬物乱用防止指導員連合協議会の事業補助 

 ６ 「ダメ。ゼッタイ。」普及運動熊本県事業の推進 

 

 

 

-203-



 

 

麻薬取締費○単                           （事業開始年度：昭和23年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額  1,545千円 
（根拠法令等） 

麻薬及び向精神薬取締法第3条、第50条、第50条の38 

大麻取締法第5条、第21条 

あへん法第12条、第44条 

覚せい剤取締法第3条、第30条の2、第31条、第32条 
平成30年度予算額 1,466千円 

＜目  的＞ 

麻薬及び向精神薬取締法、大麻取締法、あへん法及び覚せい剤取締法に基づく免許事務を行うとともに、法定取

扱者に対する指導取締りを実施し、正規ルート外への流出及び不正使用の防止を図る。 

また、麻薬・覚せい剤等に係る事犯捜査を行うとともに、麻薬中毒者の発生に際しては、必要の都度「熊本県麻

薬中毒審査会」を設置し、措置入院者の入院継続に関する審査を実施する。 

＜事業内容＞ 

１ 法定取扱者免許事務 

２ 事犯捜査、取扱者指導取締り 

３ 麻薬中毒者対策 

４  麻薬使用適正化事業 

 
 

危険ドラッグ対策事業○単【４カ年】                  （事業開始年度：平成27年度） 

実施主体 県、ＮＰＯ法人熊本ダルク 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額  3,535千円 （根拠法令等） 

熊本県危険ドラッグ対策事業補助金交付要領 

第五次薬物乱用防止五か年戦略（H30.8.3薬物乱用対策推進本部

決定） 
平成30年度予算額 3,535千円 

＜目  的＞ 

危険ドラッグ等薬物相談ダイヤル設置等により、薬物に関する相談体制や関係機関の連携体制を充実させ、再乱

用防止を図る。 

＜事業内容＞ 

１ ＮＰＯ法人熊本ダルクが行う危険ドラッグ等薬物相談ダイヤル設置等に対する助成 

２ 県精神保健福祉センター及びＮＰＯ法人熊本ダルクによる依存回復出張相談 

 

 

移植医療推進普及啓発事業○単                    （事業開始年度：平成９年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額  7,023千円 
（根拠法令等） 

臓器の移植に関する法律第３条 

都道府県臓器移植連絡調整者設置事業実施要綱（H15.3.20健臓発0320001

号厚生労働省臓器移植対策室長通知） 

移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律第５条 
平成30年度予算額 7,023千円 

＜目  的＞ 

移植医療を推進するため、県臓器移植コーディネーターを設置し、臓器移植の普及啓発や臓器提供体制の整備

を図る。また、白血病等の血液疾患に有効な骨髄移植を推進するため、骨髄提供希望者（骨髄ドナー）の登録確

保を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 臓器移植の推進 

   移植医療の推進及び円滑な実施を図るため、県臓器移植コーディネーターを熊本赤十字病院に設置し、設置

に要する経費について助成する。 

２ 骨髄ドナー登録の推進 

   各種キャンペーンや研修会等における広報啓発を行うとともに、献血会場や人吉、天草保健所において、骨

髄ドナーの登録を行う。 
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薬事許認可事業 

（１）薬局等許認可及び登録販売者試験事務○単              （事業開始年度：平成10年度）  

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 3,508千円 
（根拠法令等） 

医薬品医療機器等法第３条、４条、第12条、第13条、第24条、第36

条の８、第39条 

熊本県薬事審議会設置条例 

熊本県医薬品医療機器等法施行細則 

平成30年度予算額 3,019千円 

＜目  的＞ 

 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（医薬品医療機器等法）に基づき、医薬品

製造販売業・製造業、薬局・医薬品販売業等に対する許認可事務及び指導育成、登録販売者試験等を行い、医薬品

等の取扱いの適正化を図る。 

また、法改正に伴う県規制の制定等について、必要に応じて薬事審議会において調査審議を行う。 

＜事業内容＞ 

１ 医薬品製造販売業・製造業、薬局・医薬品販売業等の基準調査等許認可事務及び指導育成 

２ 電算システム（衛生総合情報システム及びＦＤ申請システム）の運営、管理 

３ 登録販売者試験の実施 

４ 薬事審議会の開催 

５ 薬事功労者等の知事表彰の実施 

 

（２）薬局機能情報提供システム運営事業○単 
                              （事業開始年度：平成30年度）  

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 366千円 
（根拠法令等） 

医薬品医療機器等法第８条の２ 

薬局機能情報提供制度実施要領 

熊本県薬局機能情報提供制度実施要項 平成30年度予算額 4,000千円 

＜目  的＞ 

 医薬品医療機器等法に基づき、医療を受ける方が薬局の選択を適切に行うことができるよう支援するために、薬

局の管理、運営、サービス、業務内容などの薬局機能情報の公表を行う。 

＜事業内容＞ 

昨年度、利用者が目的とする薬局を容易に検索できる機能を有し、かつ、薬局からの報告受理から公表までをシ

ステム上で一体的に行うことが可能なシステムを導入した。 

本年度、県内全ての薬局の情報を入力し、当システムを稼働し運営していく。 

 

薬価等基準調査費                         （事業開始年度：昭和23年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 国１０／１０ 

令和元年度予算額  2,248千円 
（根拠法令等） 

薬事経済調査等実施要綱 

医薬品価格調査実施要領 

特定保険医療材料価格調査実施要領 平成30年度予算額 3,849千円 

＜目  的＞ 

  国の委託により医薬品、医薬部外品及び医療機器に関する毎月の生産等の実態を明らかにする。 

また、健康保険法の規定により厚生労働大臣が定める薬価基準等の改定の基礎資料等を得る。 

さらに、後発医薬品の適正な普及を図る。 

＜事業内容＞ 

１  医薬品等価格調査（医薬品価格調査・特定保険医療材料価格調査・調査客体精密化調査） 

２ 後発医薬品の安心使用及び普及啓発 
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医薬品検査及び一斉取締費                       （事業開始年度：昭和23年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 国１０／１０ 

令和元年度予算額  1,980千円 （根拠法令等） 

医薬品医療機器等法第 43条、第 69条、第 14条第 6項、第 76条

の4、第76条の6 

医薬品医療機器等法施行令第74条第1項 
平成30年度予算額 1,705千円 

＜目  的＞ 

国の委託事業として医薬品医療機器等法に基づく医薬品の検定業務、国家検定医薬品の一斉取締、医療機器特別

監視等を実施する。 

＜事業内容＞ 

１ 医薬品検定事業（生物学的製剤国家検定）     ２ 医療機器特別監視事業 

３ 証明制度対策事業                ４ 査察整合性確保委託事業 

５ 医療用後発医薬品品質確保対策事業        ６ 製造販売後安全管理基準（ＧＶＰ）査察・指導 

７ 無承認無許可医薬品監視事業           ８ 指定薬物分析事業 

９ 国庫帰属麻薬等処分事業 

 

 

医薬品等安全確保対策事業○単                      （事業開始年度：昭和23年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額  1,584千円 （根拠法令等） 

医薬品医療機器等法第69条、第76条の8 

毒物及び劇物取締法第17条 

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律第7条 
平成30年度予算額 951千円 

＜目  的＞ 

  製造から市販後までの各段階において、医薬品等の有効性・安全性を確保するための各種基準の遵守徹底を図る。 

また、毒物劇物販売業者等における毒物劇物の取扱いについて、適正な使用、保管管理の徹底を図り、不正流通、

盗難等の未然防止に務めるとともに、事故発生時には、関係機関が連携し迅速に健康被害の拡大防止を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 家庭用品（繊維製品、洗浄剤、接着剤等）の試験検査 

２ 医薬品・医療機器ＧＭＰ及びＧＶＰ・ＧＱＰ査察 

３ 薬事監視指導 

４ 毒物劇物製造業、販売業者等に対する監視指導及び工場、農家等業務上取扱者に対する適正管理、事故等防

止の啓発、指導  
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献血推進対策事業○単                             （事業開始年度：昭和39年度） 

実 施 主 体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額  1,270千円 （根拠法令等） 

安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律第５条、第10条 

熊本県献血推進協議会設置要綱 平成30年度予算額 1,656千円 

＜目  的＞ 

県内の医療に必要な血液を確保するため、県献血推進計画で定めた目標達成のための各種啓発事業を実施すると

ともに、献血推進組織の育成、活性化を図る。 

＜事業内容＞ 

１ 愛の血液助け合い運動、はたちの献血キャンペーン等の各種広報啓発の実施 

２ 若年層献血者確保対策の強化 

(1)高等学校に対する献血セミナーの開催や学校献血の実施等「学校における献血に触れ合う機会の受入れ」の

要請 

(2)県内９大学（10キャンパス）で組織する学生献血推進協議会の活動（研修会、街頭キャンペーン、学内献血）

の支援 

３ 企業等における安定的な集団献血の確保 

４ 複数回献血協力者の確保 

５ 献血功労者の表彰 

６ 熊本県献血推進協議会の開催及び市町村献血推進協議会、熊本県学生献血推進協議会等の献血推進組織の育

成及び活性化 

 

 

在宅訪問薬局支援体制強化事業○単                （事業開始年度：平成24年度） 

実施主体 熊本県薬剤師会 負担割合 県１／２（地域医療介護総合確保基金(医療分)） 

令和元年度予算額    12,160千円 （根拠法令等） 

熊本県保健医療計画 

熊本県在宅療養対策支援事業補助金交付要領 平成30年度予算額 13,685千円 

＜目  的＞ 

薬剤師の参画により在宅患者への最適かつ効率的で安全・安心な薬物療法の提供を図る。 

また、在宅訪問薬剤師支援センター及び在宅地域拠点薬局において、24時間対応で医療材料を供給できる体制の

整備や、薬局における医療用麻薬の円滑な供給を行う体制の整備、在宅医療に従事する人材育成など、地域におけ

る在宅医療の基盤整備を図る。 

＜事業内容＞ 

次の事業について、熊本県薬剤師会に補助することにより、在宅医療への参画を支援する。 

１ 在宅訪問薬剤師支援センター等の運営事業 

２ 拠点薬局の運営事業 

３ 医療材料等の供給システムの整備事業 

４ 情報発信事業 

５ 薬剤師再就業支援に関する事業 
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薬局・薬剤師を活用した健康情報拠点推進事業          （事業開始年度：平成26年度） 

実施主体 熊本県薬剤師会 負担割合 国１０／１０ 

令和元年度予算額    5,000千円 （根拠法令等） 

患者のための薬局ビジョン推進事業委託費交付要綱 
平成30年度予算額 5,000千円 

＜目  的＞ 

地域の実情に沿ったセルフメディケーションに関する事業を実施し、薬局・薬剤師を活用した健康情報の拠点作

りを推進する。平成28年度からは、「患者のための薬局ビジョン」を推進することで、かかりつけ薬剤師・薬局が

在宅での対応を含む薬学的管理指導の機能を果たす。 

＜事業内容＞ 

熊本県薬剤師会に委託し、薬局薬剤師と病院薬剤師の連携等地域連携を担う人材育成の取組みを行う。 

 
 

温泉保護対策等事業 

（１）温泉指導費○単                       （事業開始年度：昭和23年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 674千円 （根拠法令等） 

温泉法第3条、第11条、第15条、第32条、第35条 平成30年度予算額 674千円 

＜目  的＞ 

 温泉の保護と適正利用という温泉法の目的に沿った温泉掘削等の許可手続きの実施、また許可施設への立入調査

等を実施し、温泉の指導の徹底を図る。 

＜対   象＞ 

温泉掘削・増掘・動力装置の許可申請者、温泉採取事業者、温泉利用許可申請者、温泉施設経営者 

＜事業内容＞ 

温泉法に基づき温泉資源の保護を図るため、温泉の掘削、増掘、動力装置の許可申請案件について現地調査を行

い、環境審議会（温泉部会）に諮問する。また、同法に基づく濃度確認、採取許可申請や温泉利用許可申請、掘削

工事等の着手届等の提出に伴い、現地調査、確認を行うとともに既許可施設の立入調査を実施し同法の指導の徹底

を図る。 

（平成30年度許可件数） 掘削 9件  増掘 0件  動力装置 9件  利用許可 55件 

              採取許可 1件  採取変更許可 0件  濃度確認 7件   許可承継 7件 

 

（２）温泉保護対策事業○単                     （事業開始年度：平成３年度） 

実施主体 県 負担割合 県１０／１０ 

令和元年度予算額 549千円 （根拠法令等） 

温泉法第１条、第４条、第12条 平成30年度予算額 545千円 

＜目   的＞ 

 県内の地域振興及び観光振興、県民の健康増進等に大きな役割を担ってきた温泉が、近年の温泉掘削の増加等に

より枯渇を生じるおそれが出てきており、その保護対策を講じるための調査やデータの収集など、温泉資源の保護

と適正利用を図るための事業を実施する。 

＜対   象＞ 

源泉所有者、温泉利用者 

＜事業内容＞ 

温泉資源の保護及び適正利用を図るための基礎資料の収集を行うため、次の取組みを実施する。 

１ 自記水位計を用いた主要温泉地８ヵ所の温泉水位の観測及び解析 

２ 主要温泉地の温度及び揚湯量の調査 

３ 温泉の保護と適正利用に関する調査・研究 
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